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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東濃地科学センターにおいては，「地層処分技術に関す

る研究開発」のうち深地層の科学的研究（以下，地層科学研究）を実施している。地層科学研究を適正か

つ効率的に進めていくため，研究開発の状況や成果について，大学，研究機関，企業の研究者・技術者

等に広く紹介し，情報・意見交換を行うことを目的とした「情報・意見交換会」を毎年開催している。 
本報告書は，平成29年10月31日に岐阜県瑞浪市で開催した｢平成29年度 東濃地科学センター 地
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1. 「情報・意見交換会」の概要 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）では，高レベル放射性廃棄物の地

層処分の実現に必要な基盤的な研究開発を着実に進めるとともに，原子力発電環境整備機構が行う高

レベル放射性廃棄物の地層処分事業における地質環境調査，処分システムの設計・安全評価，国によ

る安全規制上の施策等のための技術基盤を整備し，提供するため，地層処分技術に関する研究開発を

進めている。 
このうち東濃地科学センターでは，地質環境特性を把握するための調査・評価技術の整備をめざした

深地層の研究施設計画（「超深地層研究所計画」）と，地下深部の地質環境に影響を及ぼす可能性のあ

る自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価する手法の整備として「地質環境の長期安定性に関する

研究」の二つの研究を進めている。超深地層研究所計画については，平成26年度に原子力機構改革

1)の一環として抽出された深地層の研究施設で行うべき三つの必須の課題（「地下坑道における工学的

対策技術の開発」，「物質移動モデル化技術の開発」，「坑道埋め戻し技術の開発」）2)を進めている。地

質環境の長期安定性に関する研究については，自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査す

るための体系的な技術の開発（「調査技術の開発・体系化」），将来の自然現象に伴う地質環境の変化を

予測・評価するための手法の開発（「長期予測・影響評価モデルの開発」），および最先端の機器分析装

置等を用いた放射年代測定や時間指標層（テフラ等）の高分解能同定法等による編年技術の開発・高度

化（「年代測定技術の開発」）の三つのカテゴリーで研究開発を進めている。 
当センターが実施している地層科学研究を適正かつ効率的に進めていくため，研究開発の状況や成

果について，大学，研究機関，企業の研究者・技術者等に広く紹介し，情報・意見交換を行うことを目的

とした「東濃地科学センター 地層科学研究 情報・意見交換会」（以下，｢情報・意見交換会｣）を毎年1回

開催している。平成29年度は，10月31日に岐阜県瑞浪市の「瑞浪市地域交流センターときわ」において

開催した。また，11月1日には，瑞浪超深地層研究所の深度500m研究坑道の見学会を開催した。 
平成29年度の「情報・意見交換会」では，超深地層研究所計画については，深地層の研究施設で行う

必須の課題の一つである「坑道埋め戻し技術の開発」の一環として実施している再冠水試験における岩

盤水理特性評価に関する現状，および鹿島建設株式会社と原子力機構の共同研究として実施した地中

レーダによる坑道周辺岩盤における水理特性評価に関する研究成果について報告した。また，地質環

境の長期安定性に関する研究については，地球物理学的手法による地殻構造イメージング技術の高度

化，および試料の導入にレーザーアブレーション装置を備えた誘導結合プラズマ質量分析装置を用いた

分析法（LA-ICP質量分析法）による炭酸塩鉱物のウラン（U）–鉛（Pb）年代測定技術の開発についての

研究成果について報告した。その他の個別研究の成果については，ポスターセッションにおいて報告し

た。表1-1に，平成29年度の「情報・意見交換会」のプログラムを示す。 
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表 1-1 ｢平成 29 年度 東濃地科学センター 地層科学研究 情報・意見交換会｣プログラム 

参考文献 

1） 日本原子力研究開発機構: 日本原子力研究開発機構の改革計画 自己改革 －「新生」へのみち

－, 平成25年9月26日, 2013. 
2） 日本原子力研究開発機構: 日本原子力研究開発機構の改革計画に基づく「地層処分技術に関す

る研究開発」報告書－今後の研究課題について－（平成26年9月30日）, 2014.  

「平成 29 年度 東濃地科学センター 地層科学研究 情報・意見交換会」 

－第 3 期中長期計画における研究開発の進捗状況－ 

第 1 日 ； 10 月 31 日（火） 

1. 開会挨拶 

2. 東濃地科学センターにおける研究概要 

3. 成果の報告と今後の計画 

(1)超深地層研究所計画 

①再冠水試験による岩盤の水理特性評価手法の検討 

 

（質疑） 

②地中レーダを用いた坑道近傍の水みち評価（共同研究成果） 

 

（質疑） 

休憩 

(2)地質環境の長期安定性に関する研究 

①調査技術の開発・体系化 

～地球物理学的手法による地殻構造イメージング技術の高度化～ 

 

（質疑） 

②年代測定技術の開発 

    ～地下水の化石 “炭酸塩鉱物”の年代測定に向けて～ 

 

（質疑） 

4. ポスターセッション －個別分野の研究成果－ 

5. 全体質疑 

6. 閉会挨拶 

13:30～13:35 

13:35～13:50 

 

 

13:50～14:05 

 

（5 分） 

14:10～14:30 

 

（5 分） 

（15 分） 

 

 

14:50～15:05 

 

（5 分） 

15:10～15:25 

 

 

（5 分） 

15:30～16:25 

16:25～16：40 

16:40～16：45 

懇談会（会費制にて希望者のみ／場所；瑞浪国際地科学交流館) 17:15～19:00 

第 2 日 ； 11 月 1 日（水） 

瑞浪超深地層研究所 深度 500m 水平坑道見学会 9：15～12：00 

（発表者：竹内 竜史） 

（発表者：鹿島建設（株）升元 一彦） 

（発表者：浅森 浩一） 

（発表者：横山 立憲） 
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2. 調査研究発表資料 

 

2.1 超深地層研究所計画 

2.1.1 再冠水試験による岩盤の水理特性評価手法の検討 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 バックエンド研究開発部門 

東濃地科学センター 地層科学研究部 結晶質岩地質環境研究グループ 

竹内 竜史 

 

（1）はじめに 

超深地層研究所計画では，「坑道埋め戻し技術の開発（坑道閉鎖に伴う地質環境回復試験技術の開

発，長期モニタリング技術の開発を含む）」を必須の研究課題の一つに掲げている。その一環として深

度 500m 研究アクセス北坑道において，坑道埋め戻し試験に先立って，坑道の掘削・維持管理により乱

された地質環境特性（地下水位や化学特性，岩盤の力学的安定性など）の回復・定常化過程の知見の

蓄積と，それらの調査・解析技術を構築することを目的とした「再冠水試験」を実施している。本報告では

再冠水試験において，これまでに得られている岩盤水理特性評価に関する現状を紹介する。 
 

（2）再冠水試験のこれまでの概要 

再冠水試験は坑道の一部（以下，冠水坑道：幅 5m，高さ 4.5m，長さ約 45m，容積約 900m3）を止水

壁により閉鎖し坑道周辺の地下水により冠水させ，止水壁を含む冠水坑道内外の力学－水理－化学特

性の変化過程を観測するとともに，関連するシミュレーション技術，モニタリング技術を構築するものであ

る。その実施項目と現在までの状況は以下のように整理される。 
・冠水坑道の掘削（～2013 年） 
・周辺モニタリング孔掘削，岩盤変位計や水圧・水質観測装置など観測系の構築（～2014 年） 
・止水壁の建設，坑道閉鎖前の地質環境特性の観測（～2015 年） 
・止水壁閉鎖，地質環境特性変化の観測（2016 年 1 月～2017 年 9 月） 
・一部排水・再冠水による水圧低下，回復過程の再現性確認（2017 年 2 月～8 月） 
・冠水坑道からの排水と，これに伴う地質環境特性変化の観測（2017 年 9 月～10 月） 

 
（3）止水壁の閉鎖および一部排水試験に伴う冠水坑道の水圧変化 

止水壁については，2 回の機能確認試験を行った。1 回目は 2015 年 9 月 10 日に開始（止水壁のエ

ア抜き管を閉栓）し，冠水坑道内の水圧は 1.7MPa（全水頭で E.L.-130m 程度）と上昇したが，9 月 14
日に止水壁から漏水が発生し水圧が低下したため，試験を中止した。漏水箇所の修復を行った後

に，2 回目の試験は，2016 年 1 月 25 日に開始（エア抜き管を閉栓）した。これにより，冠水坑道内の水圧

は上昇し，2 月 12 日に 3.1MPa（全水頭で E.L.20m 程度）に達した。その後，止水壁およびその周囲か

らわずかな漏水が確認され，冠水坑道の水圧は徐々に低下したものの，2016 年 8 月以降は 2.4
～2.5MPa（全水頭で E.L.-50m～-40m 程度）で安定した。 

冠水坑道の一部排水試験は，3回実施した。1回目は2017年2月27日～3月7日に実施し，平均排水
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量3.3m3/d，排水期間：2日，水圧低下量0.4MPa，2回目は3月7日～7月18日に実施し，平均排水量

1.9m3/d，排水期間：6日，水圧低下量0.2MPa，3回目は7月18日～8月21日に実施し，平均排水

量5.6m3/d，排水期間13日，水圧低下量0.7MPaであった。これら3回の試験は排水量，排水期間が異

なるものの，いずれの試験も排水停止後の冠水坑道内の水圧は試験前の水圧（約2.5MPa）あるいは，

試験前の水圧を若干上回る水圧に回復した。 
 

（4）冠水坑道周辺の水圧変化 
2016 年 7 月～2017 年 2 月までの期間に冠水坑道周辺のボーリング孔で観測された水圧は 2.5MPa

～3.8MPaであり，水圧値のばらつきはあるものの，各観測区間の水圧は概ね安定した状態が継続した。

冠水坑道からの排水に伴う水圧低下や排水停止による水圧回復については，変化量や変化の傾向は観

測区間毎に異なり，①冠水坑道と同様の変化を示す領域，②冠水坑道と異なる変化を示す領域，③変

化の無い領域，に大別された。この結果は，止水壁閉鎖後の水圧回復の変化および冠水坑道周辺の割

れ目分布から推定された水理区分 1)と概ね一致していた。一方で，3 回の一部排水試験での排水に伴う

各観測区間の水圧低下は，排水停止後には試験前の水圧まで回復することが再現，確認された。このこ

とは，水理学的連続性や透水不均質性を有する岩盤であっても，坑道掘削に伴う水理学的な擾乱は，坑

道閉鎖に伴い初期状態まで回復する可能性を示している。 
 

（5）今後の予定 

冠水坑道周辺での水圧・水質変化のモニタリングを継続するとともに，再冠水試験における地下水流

動状況の変化（排水・回復現象）に関わるモデル化・解析を継続する。また，これまでに得られた情報を

基に，冠水坑道周辺岩盤における割れ目の不均質性を考慮したモデル構築・解析を実施し，国際的な

専門家会議（DECOVALEX 2019）2)により評価・確認していく。 
再冠水試験については，2017 年 9 月 5 日から冠水坑道での全排水作業を実施している。今後，冠水

坑道内での比抵抗探査により坑道近傍の含水状態の変化の確認や，岩石試料の採取・分析による冠水

坑道内の吹き付けコンクリートの変質状況の確認などを行い，これまでに取得したデータを基礎情報とし

て，地質環境特性の回復・定常化についての知見を蓄積する。 
 
参考文献 

1） 尾上ほか(2016)：瑞浪超深地層研究所の再冠水試験に関わる調査研究（3）地下坑道周辺岩盤にお

ける割れ目分布の概念化，2016 年秋季講演会講演要旨，日本地下水学会，2016，pp.120-125. 
2） DECOVALEX：http://decovalex.org/index.html（参照：2017年6月16日）. 
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2.1.2 地中レーダを用いた坑道近傍の水みち評価 －鹿島建設株式会社・日本原子力研究開発機構

共同研究－ 

 

鹿島建設株式会社 技術研究所 岩盤地下水グループ 

升元 一彦 

 

（1）はじめに 

岩盤内の割れ目は地下水の流動経路として機能する可能性があるため，地下水流動を適切に評価す

るためには，割れ目の水みちとしての評価を行うことが重要である。このため，割れ目の幾何学的な分布

情報だけでなく含水状態の評価方法として，地中レーダを用いた方法の適用性の評価を鹿島建設株式

会社と原子力機構の共同研究として平成 27～28 年度に実施した。本報告では，これまでの実施内容と

主な成果について報告する。 
 

（2）目的 

本共同研究の目的は以下の二つである。 
 地中レーダを用いた電磁波伝搬速度やプロファイルの変化に基づく，坑道近傍の含水状態の変

化に関するモニタリングの可能性についての原位置での検証。 
 地中レーダの反射波形や卓越周波数の変化を測定することによる，透水経路としての割れ目の連

続性や割れ目内の飽和･不飽和状態の面的な評価手法についての原位置での検証。 
 

（3）実施内容 

１）坑道近傍の割れ目内の地下水モニタリング試験 

瑞浪超深地層研究所の深度 500m 研究アクセス南坑道西側側壁の同一箇所において，1 年の間隔を

あけて 2 回の地中レーダ測定を行い，ボーリング孔を利用した電磁波伝搬速度測定およびプロファイル

測定による坑道近傍の含水状態の変化の評価手法についての検証試験を行った。 
 

２）坑道近傍の割れ目内の塩水浸透モニタリング試験 

瑞浪超深地層研究所の深度 500m 研究アクセス南坑道西側側壁の実際の割れ目に水や塩水を投入

した際に，パルスレーダやミニレーダシステム 1)による複数のレーダを用いた Time-Lapse 測定を実施し，

その反射波形や卓越周波数の変化を計測することで，割れ目内の浸透過程や流動経路の評価可能性

についての検証試験を行った。 
 

（4）主な成果 

１）坑道近傍の割れ目内の地下水モニタリング試験 

①電磁波伝搬速度測定結果の変化 

2 回の測定結果から得られた電磁波伝搬速度分布と比誘電率分布を比較すると，電磁波伝搬速度に

ついては，いずれの測定結果においても深くなるほど速くなる傾向がある。また 1 回目と 2 回目を比較す

ると，坑壁からの深度0.3m以深ではほぼ同じ電磁波伝搬速度であるのに対し，深度0.3m以浅では2回
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目の方が遅く，比誘電率でみると，1 回目は 11.9 に対し，2 回目は 15.8 に増加している。これは間隙率

では 8.6%に対し，13.8%であることに相当し，1 年経過後に間隙率が約 1.6 倍増加したことになる。この

増加の一因として，湧水により吹付コンクリートと岩盤の隙間が増加し，緩みが進行することにより間隙率

が増大し，それに伴い含水率が増加した可能性が考えられる。 
②プロファイル測定結果の変化 

①で得られた側壁近傍の比誘電率の増加を反映させる深度補正を行った 2 回のプロファイル測定結

果から，ボーリング孔右側の反射面に関して 2 回の測定でほぼ一致した結果が得られた。この反射面の

位置と傾きが一致したことは，側壁近傍の比誘電率の増加が，ボーリング孔周辺だけでなく，ボーリング

孔右側の坑道沿いの側壁近傍でも生じていることを示している。一方でボーリング孔左側の反射面に関

しては，反射面の傾きはほぼ等しいものの，2 回目の反射面がわずかに側壁側にずれた位置となった。

反射面の傾きはほぼ等しいため，位置が側壁側にずれた原因は，ボーリング孔右側に対して，ボーリング

孔左側の側壁近傍の比誘電率増加範囲の幅が薄かったか，あるいは側壁近傍の比誘電率が低かった

可能性を示している。 
 

２）坑道近傍の割れ目内の塩水浸透モニタリング試験 

①定点 Time-Lapse 測定によるモニタリング結果 

割れ目へ塩水の浸透に伴う経時的な反射波形の変化が確認でき，さらに反射波形の周波数特性の変

化をスペクトル解析により評価した結果，塩水の浸透に伴い反射波形の高周波数成分が減少しているこ

とが捉えられた。このことから，実際の割れ目において地下水とは異なる高伝導率の媒体を浸透させ，地

中レーダから得られる反射波形や卓越周波数の変化に着目することにより割れ目内の高伝導率媒体の

浸透状況や濃度変化を非破壊的に把握できる可能性を示すことができた。 
②多点 Time-Lapse 測定によるモニタリング結果 

送受信アンテナのレイアウトにより，割れ目へ塩水や水の浸透に伴う反射波形の振幅の変化が明瞭に

確認できるものと確認できないものが認められた。このことは割れ目内の浸透経路の不均質性を反映した

ものと考えられ，高伝導率媒体を割れ目内に浸透させ，複数のレーダによりその状況を測定することで，

割れ目内の 2 次元的な浸透範囲を評価できる可能性を示すことができた。 
 

（5）まとめと今後の課題 

本共同研究により，坑道近傍の含水状態の経時変化や，塩水等電気特性の異なる流体の割れ目への

浸透状態を，地中レーダにより非破壊的に捉えられる可能性があることがわかった。本評価手法は坑道

近傍の再冠水過程のモニタリングや，トレーサ試験における 2 次元的破過過程のモニタリング，グラウト注

入時のグラウト浸透範囲のモニタリングへの展開が可能であることを示している。今後，本評価手法の実

用に向けた開発を進めて行く予定である。 
 

参考文献 

1） 升元一彦・栗原啓丞(2015)：ミニボアホールレーダを用いた多点計測による 3 次元水理挙動の評価，

平成 27 年度応用地質研究発表会講演論文集，2015，pp.99-100. 
 

JAEA-Review 2017-042

- 11 -



情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

は
じ
め
に

 
2 

割
れ
目
を
有
す
る
岩
盤
構
造
物
に
お
い
て
、

 
割
れ
目
内
の
地
下
水
特
性
を
評
価
す
る
こ
と
は
重
要

 

ダ
ム
基
盤
部
の
水
理
地
質
構
造
の
例
（
杉
村
ほ
か

, 
1
9
9
7
）
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

地
中
レ
ー
ダ
を
用
い
た
坑
道
近
傍
の
水
み
ち
評
価

 
-
鹿
島
建
設
株
式
会
社
・
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
共
同
研
究

-
 

鹿
島
建
設
株
式
会
社

 
技
術
研
究
所

 
岩
盤
地
下
水
グ
ル
ー
プ

 
升
元

 
一
彦

 

平
成

2
9
年

1
0
月

3
1
日

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

は
じ
め
に

 
4 

鹿
島
建
設
株
式
会
社
と
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
の
共
同
研
究

 

に
よ
り
得
ら
れ
る
デ
ー
タ
に
着
目
し
、

 
坑
道
周
辺
の
割
れ
目
の
幾
何
学
的
な
分
布
情
報
だ
け
で
な
く
、

 
割
れ
目
の
含
水
状
態
の
変
化
を
評
価
す
る
方
法
に
つ
い
て
、

 
実
験
的
検
討
を
実
施

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

は
じ
め
に

 
3 

E
D
Z
（
掘
削
影
響
領
域
）
：
 

E
x
c
a
va

ti
o
n
 D

a
m

a
g
e
 Z

o
n
e
 

坑
道
周
辺
の

E
D
Z
内
の
割
れ
目
群

 

坑
道
周
辺
の
地
質
環
境
の
概
念
図
（
割
れ
目
系
岩
盤
の
例
）
（
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
開
発
機
構

, 
1
9
9
9
）
 

・
ト
ン
ネ
ル
湧
水
、
支
保
の
劣
化

 
 ・
水
封
式
岩
盤
貯
蔵
の
水
封
シ
ス
テ
ム

 

 
の
不
具
合

 
 ・
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
地
層
処
分
場
の

 

 
核
種
の
移
行
経
路
、
不
飽
和
領
域

 

地
下
水
の
透
水
経
路
と
し
て
の

問
題

 

JAEA-Review 2017-042

- 12 -



情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

本
研

究
の
着

眼
点

 
6 

・
ボ
ー
リ
ン
グ
孔
を
利
用
し
た
調
査
で
は
水
理
場
が
乱
れ
る

 

 
点
の
情
報
に
な
り
面
的
な
評
価
に
限
界

 

・
坑
道
周
辺
の
水
み
ち
・
不
飽
和
割
れ
目
は
、

 

 
3
次
元
的
に
チ
ャ
ン
ネ
ル
状
，
断
続
的
に
分
布

 

核
種

の
移

行
経

路
 

（
チ
ャ
ン
ネ
ル

状
、
断

続
的
）
 

ED
Z 

３
次
元
的
な
透
水
割
れ
目
の
特
性
を
、

 
非
破
壊
的
に
調
査
す
る
手
法

 
  水
分
に
敏
感
な
地
中
レ
ー
ダ
の

 
適
用
可
能
性
に
つ
い
て
検
討

 

＜
評
価
の
課
題
＞

 

＜
本
研
究
の
着
眼
点
＞

 

坑
道
底
盤
に
発
達
す
る

E
D
Z
内
の
水
み
ち
の

 
３
次
元
イ
メ
ー
ジ
図

 

処
分

ピ
ッ
ト

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

本
日

の
発

表
内

容
 

5 

Ⅰ
．
本
研
究
の
実
施
内
容

 
 Ⅱ
．
坑
道
近
傍
の
割
れ
目
内
の
地
下
水
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 
 Ⅲ
．
坑
道
近
傍
の
割
れ
目
内
の
塩
水
浸
透
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 
 Ⅳ
．
ま
と
め

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

本
研

究
の
実

施
内

容
 

8 

 1
)
 坑

道
近
傍
の
割
れ
目
内
の
地
下
水
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
試
験

 

 2
)
 坑

道
近
傍
の
割
れ
目
内
の
塩
水
浸
透
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
試
験

 

研
究

実
施

場
所

 
（
赤

点
線

内
）
 

深
度

50
0m

 
研

究
ア
ク
セ
ス
北

坑
道

 

深
度

50
0m

 
研

究
ア
ク
セ
ス
南

坑
道

 

主
立

坑
 

換
気

立
坑

 

深
度

30
0m

 
研

究
ア
ク
セ
ス
坑

道
 

瑞
浪
超
深
地
層
研
究
所
の
深
度

5
0
0
m
研

究
ア
ク
セ
ス

南
坑
道
の
側
壁
に
、
低
角
度
で
交
差
す
る
割
れ
目

群
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

本
共

同
研

究
の
目

標
 

7 

1
)
 電

磁
波
伝
搬
速
度
や
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測
定
の
変
化

 

⇒
 
坑
道
近
傍
の
含
水
状
態
の
変
化
に
関
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

 2
)
 地

中
レ
ー
ダ
の
反
射
波
形
や
卓
越
周
波
数
の
変
化

 

⇒
 
坑
道
近
傍
の
割
れ
目
へ
の
浸
透
過
程
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や

 

 
 
面
的
な
透
水
経
路
の
評
価

 

地
中
レ
ー
ダ
に
よ
る
評
価
可
能
性
に
つ
い
て

 
原
位
置
で
の
検
証

 

JAEA-Review 2017-042

- 13 -



情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

電
磁

波
伝

搬
速

度
測

定
 

10
 

・
 周

波
数

5
0
～

5
0
0
M

H
zの

ミ
ニ
レ
ー
ダ
シ
ス
テ
ム
を
利
用

 

・
 側

壁
か
ら

8
0
c
m
削
孔
し
た
ボ
ー
リ
ン
グ
孔
を
用
い
て
測
定

 

・
 孔

内
発
信
⇒
側
壁
面
受
信

 

・
 1
回
目
と

2
回
目
（
1
年
経
過
後
）
で
結
果
を
比
較

 

右
0
.5

 m
 

左
0
.5

m
 

0
 m

 

吹
付

C
O

N
：

0
.0

3
m

 

花
崗
岩

 

受
信

 
位
置

 

-
0
.1

m
 

-
0
.5

m
 

-
0
.3

m
 

-
0
.9

m
 

-
0
.7

m
 

発
信
位
置

 
：
発
信
ア
ン
テ
ナ

 
：
受
信
ア
ン
テ
ナ

 

直
達
波
の
伝
搬
時
間

の
読
み
取
り
（
 
）

 
 

 
 

 
↓

 
測
定
深
度
間
の

 
電
磁
波
伝
搬
速
度
（

V）
の
算
出

 
 

 
 

 
↓

 
比
誘
電
率
（

ε）
の
算
定

 
ε 

= 
(C

0/
V)

2 

  
 

C 0：
真

空
中

の
電

磁
波

伝
搬

速
 

0

0.
1

0.
2

0.
3

0.
4

0.
5

0.
6

0.
7

0.
8

0
5

10
15

20

発信位置（m） 

走
時

（
ns
）

 

1
年
経
過
後

 
左

0
.5

m
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

地
中

レ
ー
ダ
に
よ
る
地

下
水

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
試

験
 

9 

坑
道
近
傍
の
含
水
状
態
変
化
を
地
中
レ
ー
ダ
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

同
一
箇
所
で

1
年
の
間
隔
を
あ
け
て
、
以
下
の
測
定
を
実
施

 

 
・
 
電
磁
波
伝
搬
速
度
測
定

 

 
・
 
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測
定

 

電
磁
波
伝
搬
速
度
測
定

 
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測
定

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

電
磁

波
伝

搬
速

度
測

定
の
評

価
 

12
 

1
. 
電
磁
波
伝
搬
速
度
が
側
壁
付
近
で
遅
く
な
る
の
は
、

 
 
坑
壁
近
傍
の
方
が

E
D
Z
で
割
れ
目
が
発
達
し
て
お
り
、

 
 
含
水
率
が
大
き
い
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 2
. 
1
回
目
と

2
回
目
の
比
較
で
、
比
誘
電
率
が

 
 
側
壁
近
傍

3
0
c
m
区
間
の
み
約

4
増
加
し
て
い
る
の
は
、

 
 

1
年
経
過
の
間
に
ゆ
る
み
が
進
行
し

 
 
間
隙
率
が
増
加
し
た
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。

 

電
磁
波
伝
搬
速
度
の
変
化
に
よ
り
、

 
坑
道
近
傍
の
含
水
状
態
の
変
化
を
評
価

 

JA
EA

11
 

-0
.9

0

-0
.7

0

-0
.5

0

-0
.3

0

-0
.1

0

0.
10

0.
05

0.
10

0.
15

m 

m
/n

s
 

1
0.

5m
 

1
0.

5m
 

2
0.

5m
 

2
0.
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0
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0
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0
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情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測

定
結

果
 

14
 

0 

往
復

走
時

 (n
s)

 

10
 

30
 

20
 

0 10
 

30
 

20
 

1回
目

 
反
射
面
③

 

2回
目
（

1年
経
過
後
）

 

側
壁

 

奥
 

・
 1
回
目
、

2
回
目
と
も
に

3
つ
の
反
射
面
を
確
認

 

・
 こ

れ
ら
の
反
射
面
は
ボ
ー
リ
ン
グ
コ
ア
で
確
認
さ
れ
た
割
れ
目
に
相
当

 

 
 

 
 
⇒

1
回
目
と

2
回
目
の
反
射
面
分
布
の
往
復
走
時
に
差

 

N
o.

4+
0 

N
o.

3+
6.

0 
N

o.
4+

4.
0 

N
o.

4+
0 

N
o.

3+
6 

N
o.

4+
4.

0 

反
射
面
②

 

反
射
面
①

 

反
射
面
③

 
反
射
面
②

 

反
射
面
①

 

反
射
面
②

 
深
度

0.
68

 m
 

採
取
コ
ア
（
径

66
m

m
）

 

反
射
面
①

 
深
度

0.
14

～
0.

27
 m

 

反
射
面
③

 
深
度

0.
48

 m
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測

定
 

13
 

・
 周

波
数

1
.5

G
H
zパ

ル
ス
レ
ー
ダ
を
利
用

 

・
 吹

付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
面
か
ら
送
受
信

 

・
 1
回
目
と

2
回
目
（
1
年
経
過
後
）
で
結
果
を
比
較

 

1.
5G

Hz
パ
ル
ス
レ
ー
ダ

 

測
線
長
：

8 
m

 
N

o.
3+

6.
0 

N
o.

4+
4.

0 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

測
定

の
評

価
 

16
 

1
. 
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
右

側
の

反
射

面
は

、
1
回

目
と

2
回

目
で

ほ
ぼ

一
致

 

 
 

⇒
 側

壁
近

傍
の

比
誘

電
率

の
増

加
が

、
右

側
の

側
壁

 
 

 
 

 
沿

い
に

一
様

に
生

じ
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 2
. 
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
左

側
の

反
射

面
は

、
2
回

目
で

や
や

側
壁

側
に

ず
れ

る
 

 
 

⇒
 左

側
の

側
壁

近
傍

の
比

誘
電

率
の

増
加

が
右

側
に

 
 

 
 

 
比

べ
小

さ
い

か
、

幅
が

薄
か

っ
た

可
能

性
が

あ
る

。
 

側
壁

近
傍

の
比

誘
電

率
増

加
領

域
の

厚
さ

や
速

度
を

補
正

し
た

結
果

、
 

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

測
定

の
反

射
面

の
比

較
に

よ
り

、
 

坑
道

近
傍

の
含

水
状

態
の

面
的

な
変

化
を

評
価

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測

定
結

果
（
深

度
補

正
後

）
 

15
 

電
磁
波
伝
搬
速
度
測
定
結
果
を
基
に
、
反
射
面
②
の
深
度
が

0
.6

8
m
と

な
る
よ
う
に
、
側
壁
近
傍
の
比
誘
電
率
増
加
領
域
の
深
度
を
計
算

 

N
o.

4+
4.

0 
N

o.
4+

0 
N

o.
3+

6.
0 

N
o.

4+
4.

0 
N

o.
4+

0 
N

o.
3+

6.
0 

0 

1.
0 

0.
5 

1.
5 

深
度
（

m
）

 

⇒
 0

.2
7 0 

1.
0 

0.
5 

1.
5 

深
度
（

m
）

 

⇒
 0

.2
9 

1回
目

 

2回
目
（

1年
経
過
後
）

 

反
射
面
②

 

反
射
面
①

 

反
射
面
③

 

反
射
面
②

 

反
射
面
①

 

反
射
面
③
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情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

定
点

T
im

e
-
L
a
p
se

測
定

 
18

 

N
o.

4

削
孔
箇
所

定
点
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
位
置

 1.
0

0.
5

1.
5

深
度

(m
)

N
o.

4+
2.

0
N

o.
3+

8.
0

水
/塩

水
注

入
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
位
置

1.
5G

Hz
レ
ー
ダ

①
注
水
前
後
で
反
射
波
形
を
測
定

 

 
1
分
間
注
水

(
E
C
：
1
1
0
 m

S
/
m

)
 

 
一
部
は
、
注
水
後
側
壁
の
割
れ
目
か
ら
湧
出

 

*
坑
道
湧
水
の
電
気
伝
導
度

8
6
 m

S
/
m
（
2
5
.5
℃
）
 

*
メ
カ
ニ
カ
ル
パ
ッ
カ
ー
先
端
位
置
：
深
度

2
0
c
m

 

②
注
水
後
、
塩
水
に
切
り
替
え

 

 
直
前
か
ら
反
射
波
形
を
測
定

 

 
1
５
分
間
塩
水
注
入

(
E
C
：
2
.4

 S
/
m

)
 

 
一
部
は
、
注
水
後
側
壁
の
割
れ
目
か
ら
湧
出

 

 
 

1
0
分
後

E
C
：
1
.1

5
 S

/
m

 

 
 

1
5
分
後

E
C
：
2
.1

5
 S

/
m

 

・
 1

.5
G
H
zパ

ル
ス
レ
ー
ダ
を
利
用

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

地
中

レ
ー
ダ
に
よ
る
塩

水
浸

透
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
試

験
 

17
 

ボ
ー
リ
ン
グ
孔
か
ら
坑
道
近
傍
の
割
れ
目
に
水
や
塩
水
を
注
入
し
、

 

注
入
中
の
電
磁
波
の
反
射
波
形
変
化
を
測
定

 

 
・
 1

.5
G
H
zパ

ル
ス
レ
ー
ダ
に
よ
る
定
点

T
im

e
-
L
a
p
se

測
定

 

 
・
 複

数
ミ
ニ
レ
ー
ダ
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
多
点

T
im

e
-
L
a
p
se

測
定

 

レ
ー
ダ

 

定
点

T
im

e
-
L
a
p
se

測
定

 

吹
付

け
厚

3c
m

 

水
/塩

水
の

投
入

 

露
岩

部
 

3.5m 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

塩
水

注
入

時
の
定

点
T
im

e
-
L
a
p
se

測
定

結
果

 
20

 

0
2

4
6

8
往
復
走
時
（

ns
）

初
期

1分
後

2分
後

3分
後

5分
後

8分
後

11
分
後

15
分
後

2
分
経
過
ま
で
は
、

 

測
定
位
置
で
の
割
れ
目
内
の

 

塩
水
濃
度
が
増
加
す
る
過
程
を
、

 

2
分
経
過
以
降
は
、

 

破
過
し
た
状
態
を
捉
え
て
い
る
。

 

2
分
経
過
ま
で
は
往
復
走
時

3
.8

n
s 

付
近
の
反
射
波
形
が
大
き
く
変
化
し
、

 

そ
れ
以
降
は
定
常
状
態

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

水
/
塩

水
注

入
前

後
の

反
射

波
形

の
変

化
 

19
 

-0
.1

5

-0
.1

-0
.0

50

0.
050.

1

0.
15

0
2

4
6

8

振幅※

往
復
走
時
（

ns
）

初
期
（
塩
水
注
入
前
）

塩
水
注
入
後

1分
経
過

-0
.1

5

-0
.1

-0
.0

50

0.
050.

1

0.
15

0
2

4
6

8

振幅※

往
復

走
時

（
ns
）

初
期

（
注

水
前

）

注
水

後
1分

経
過

時

※
振
幅
は
直
達
波
の
振
幅
幅
に
正
規
化
さ
れ
た
値

(1
)
水

の
注

入
時

の
反

射
波

形
変

化
(2

)
塩

水
の

注
入

時
の

反
射

波
形

変
化

・
 水

の
注

入
前

後
で

、
反

射
波

形
に

あ
ま

り
変

化
は

な
い

。
 

・
 塩

水
の

注
入

前
後

で
、

往
復

走
時

3
.0

n
s以

降
の

波
形

に
変

化
 

 
⇒

 塩
水

が
坑

道
近

傍
の

割
れ

目
へ

の
浸

透
す

る
こ

と
に

よ
る

影
響
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見

交
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会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

多
点

T
im

e
-
L
a
p
se

測
定

 
22

 

露
岩

部
 

注
入

ボ
ー
リ
ン
グ
孔

 

吹
付

け
 

・
 1

0
0
M

H
z～

１
G
H
zの

ミ
ニ
レ
ー
ダ
シ
ス
テ
ム
を
利
用

 

・
 発

信
ア
ン
テ
ナ

1
つ
に
対
し
、

 

 
受
信
ア
ン
テ
ナ
３
つ
と
し
て

 

 
多
点
で
反
射
波
形
を
測
定

 

初
期
注
水
後
、
塩
水
に
切
り
替
え

 

 
3
2
分
間
塩
水
注
入

 

 
(
E
C
：
2
.4

 S
/
m

)
 

そ
の
後
、
再
度
水
に
切
り
替
え

 

 
9
分
間
注
水

 

 
(
E
C
：
1
1
0
 m

S
/
m

)
 

  
一
部
は
、
側
壁
の
割
れ
目
か
ら
湧
出

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

塩
水

注
入

に
伴

う
反

射
波

形
の
卓

越
周

波
数

変
化

 
21

 

反
射
波
形
に
対
し
、
往
復
走
時

2
.7

n
s～

6
.2

n
sの

範
囲
に
お
い
て

F
F
T
（
高
速
フ
ー
リ
エ
変
換
）
に
よ
り
ス
ペ
ク
ト
ル
解
析

を
実
施

 

・
塩
水
注
入
前
の
初
期
波
形
に
お
い
て
は

 

 
卓
越
周
波
数
は

7
5
0
M

H
z 

 ・
2
分
経
過
後
か
ら

5
0
0
M

H
z以

上
の

 

 
高
周
波
数
の
ス
ペ
ク
ト
ル
振
幅
が
減
少

 

塩
水
の
浸
透
に
よ
り

 

反
射
面
が
高
導
電
体
と
な
り
、

 

高
周
波
数
成
分
が
減
少

 

 

 
⇒

 
割
れ
目
へ
の
塩
水
の
浸
透
状
況
を

 

 
 

 
坑
道
面
か
ら
の
測
定
に
よ
り
定
量
的
に
評
価
で
き
る
可
能
性

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

塩
水

/
水

注
入

時
の
反

射
波

形
の
振

幅
変

化
 

24
 

塩
水
の
注
入

 
水
の
注
入

 

0

0.
2

0.
4

0.
6

0.
81

1.
2

1.
4

1.
6

1.
82

0
10

20
30

40

振幅

塩
水

注
水

後
か

ら
の

経
過

時
間

（分
）

※ 受
信
ア
ン
テ
ナ

2
の
反
射
波
形
の
振

幅
 

側
壁
割
れ
目
か
ら
の
湧
出
水
の
電
気
伝
導
度

 

ボ
ー
リ
ン
グ
孔
に
注
入
し
た
塩
水

が
 

1
0
分
後
に
受

信
ア
ン
テ
ナ

2
と
送
信
ア
ン
テ
ナ
を
結
ぶ
ラ
イ
ン
に
到

達
 

2
0
分
後
に
側

壁
の
割
れ
目

に
到

達
す
る
と
い
う
浸
透
経

路
 

 
⇒

 
割
れ
目
内
の

2
次
元
的
な
浸
透
経
路
を

 

 
 

 
坑
道
面
か
ら
の
測
定
に
よ
り
評
価
で
き
る
可
能
性

 

(m
in

) 
(m

in
) 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

塩
水

/
水

注
入

時
の

複
数

ア
ン

テ
ナ

で
の

反
射

波
形

 
23

 

-2
.5-2

-1
.5-1

-0
.50

0.
51

1.
52

2.
5

0
2

4
6

8
10
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振幅

往
復
走
時

(n
s)

初
期

30
分
後

41
分
後

-2
.5-2

-1
.5-1

-0
.50

0.
51

1.
52

2.
5

0
2

4
6

8
10

12

振幅

往
復
走
時

(n
s)

初
期

30
分
後

41
分
後

-2
.5-2

-1
.5-1

-0
.50

0.
51

1.
52

2.
5

0
2

4
6

8
10

12

振幅

往
復

走
時

(n
s)

初
期

30
分

後
41

分
後

※
 
振

幅
は

直
達

波
の

振
幅

幅
で
正

規
化

さ
れ

た
値

 

※ 

※ 

※ 

受
信

ア
ン
テ
ナ

1
 

受
信

ア
ン
テ
ナ

2
 

受
信

ア
ン
テ
ナ

3
 

割
れ

目
か

ら
の

反
射

と
考

え
ら

れ
る

往
復

走
時

4
.5

～
5
.0

 n
sの

反
射

波
形

に
着

目
 

 
 

・
塩

水
注

入
後

3
0
分

経
過

時
に

、
初

期
に

対
し

振
幅

が
増

加
 

 
 

・
水

に
切

り
替

え
た

4
1
分

経
過

時
に

は
、

3
0
分

経
過

時
に

比
べ

振
幅

が
減

少
 

⇒
 受

信
ア

ン
テ

ナ
2
で

は
塩

水
や

水
の

坑
道

近
傍

の
割

れ
目

へ
の

浸
透

を
 

 
 

反
射

波
形

の
変

化
で

捉
え

ら
れ

た
。

 

⇒
 受

信
ア

ン
テ

ナ
2
に

比
べ

1
や

3
で

振
幅

の
変

化
が

明
瞭

で
な

い
こ

と
は

 

 
 

塩
水

や
水

の
浸

透
経

路
の

不
均

質
性

を
反

映
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情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

今
後

の
展

開
 

26
 

・
 本

手
法
の
坑
道
近
傍
の
水
理
環
境
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
手
法

 

 
と
し
て
の
確
立

 

 ・
 電

気
特
性
の
異
な
る
流
体
の
割
れ
目
へ
の
浸
透
状
態
が

 

 
非
破
壊
で
把
握
可
能

 

 
 
⇒

 
ト
レ
ー
サ
試
験
時
の
面
的
な
破
過
過
程
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

 
 

 
 
グ
ラ
ウ
ト
注
入
時
の
グ
ラ
ウ
ト
浸
透
範
囲
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

研
究

結
果

の
ま
と
め

 
25

 

1
)
 電

磁
波
伝
搬
速
度
や
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
測
定
の
変
化

 

 
 
⇒

 
坑
道
近
傍
の
含
水
状
態
の
変
化
を
評
価

 
 2
)
 地

中
レ
ー
ダ
の
反
射
波
形
や
卓
越
周
波
数
の
変
化

 

 
 
⇒

 
坑
道
近
傍
の
割
れ
目
へ
の
塩
水
の
浸
透
過
程
や

 

 
 

 
 

2
次
元
的
な
透
水
経
路
を
評
価

 

地
中
レ
ー
ダ
に
よ
る
割
れ
目
の
含
水

状
態
変
化
の
評
価
可
能
性
に
つ
い
て

 

原
位
置
で
の
検
証
を
行
う
た
め
、

 

瑞
浪
超
深
地
層
研
究
所
の
深
度

5
0
0
m
研
究
ア
ク
セ
ス
南
坑
道
に
お
い
て
、

 

坑
道
近
傍
の
割
れ
目
内
の
地
下
水
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
試
験
、
お
よ
び

 

坑
道
近
傍
の
割
れ
目
内
の
塩
水
浸
透
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
試
験
を
実
施
。
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2.2 地質環境の長期安定性に関する研究 

2.2.1 調査技術の開発・体系化－地球物理学的手法による地殻構造イメージング技術の高度化－ 

 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 バックエンド研究開発部門 

東濃地科学センター 地層科学研究部 ネオテクトニクス研究グループ 

浅森 浩一 

 
（1）はじめに 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最終処分事業における候補地の選定プロセスや安全評

価，国の安全規制における安全審査基本指針等の検討・策定等に必要となる科学的知見や調査・評価

技術を提供するため，①自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の

開発（調査技術の開発・体系化），②将来の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手

法の開発（長期予測・影響評価モデルの開発），および③最先端の機器分析装置等を用いた放射年代

測定や時間指標層（テフラ等）の高分解能同定法等による編年技術の開発・高度化（年代測定技術の開

発）の三つのカテゴリーで研究開発を進めている。 
このうち，調査技術の開発・体系化においては，将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能

性がある自然現象（例えば，断層活動，火山活動等）に着目して，断層の活動性に係る調査技術，地殻

構造の高空間分解能イメージング技術，深部流体の分布に関する調査技術について技術基盤の整備を

進めている。 

 

（2）地球物理学的手法による地殻構造イメージング技術の高度化 

1)既存技術の現状と課題 

地殻やマントル最上部にマグマや深部流体が存在する領域の付近では，将来の活動によって，地殻

浅所への高温流体の流入や火山活動を引き起こす可能性が考えられる。このような地層処分にとっての

潜在的なリスクを回避するためには，地表からの調査の段階において，その存否や分布等をあらかじめ

確認しておくことが重要であり，地殻の不均質構造を高い空間分解能で精度良く推定する手法を整備す

る必要がある。 
これまでに行われてきた学術研究では，地殻内の電磁気学的特徴（比抵抗構造）や地震学的特徴（地

震波速度構造，地震波減衰構造，S波反射面の分布等）のほか，地球化学的特徴（地下水の希ガス同位

体比等）に関する複数の情報を相補的に取得することによって，解析が進められてきた。また，ここで主要

な情報となる地殻内の2次元あるいは3次元的な物性分布については，地殻深部までの探査が可能な地

震波トモグラフィ法およびMT法（地磁気・地電流法）を用いて推定されている。 
このうち地震波トモグラフィ法は，人工地震や自然地震の発生に伴って震源から地表の地震観測点に

伝播する地震波の観測データを多量に用い，多数の3次元ブロックまたは格子点によって表現された解

析対象領域内の地震波速度構造をインバージョンによって推定する手法である。しかし，この技術の汎用

性や適用性といった観点でみた場合は，主に二つの課題が挙げられる。 
一つ目の課題は，解析精度の向上（不確実性の低減）である。日本列島には，地震波速度が極めて遅

い堆積層等が場所によって大きく異なる厚さ（地表～数千m）をもって分布しているが，従来の方法では
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これが考慮されていない。この場合，波線追跡と呼ばれる数値解析によって計算する地殻内の地震波伝

播経路（理論波線）や伝播に要した時間（理論走時）が実際と大きくずれてしまい，結果として地殻構造の

イメージには偽像が生じてしまう。 
二つ目の課題は，空間分解能の向上である。従来の地震波トモグラフィ法では，地表における地震観

測点の間隔よりも高い空間分解能で地殻構造を推定することができない。特に，定常的な地震観測点が

展開されていない海域の付近においては，この課題の解決が重要となる。 
 
2)課題の解決に向けた取り組み 

地震波トモグラフィ法を適用する際，解析の入力データとして用いる地震の震源パラメータ（震源位置

および発震時刻）が正確に決定されていない場合は，精度良く地震波速度構造を推定することができな

い。また，震源パラメータの決定には，地震波速度が極めて遅い堆積層等の層厚が大きく影響する。この

ため本研究では，場所により異なる層厚を波線追跡の計算に組み込んだ震源再決定解析を行い，震源

パラメータの決定精度向上に対する効果を確認した。さらに，これを地震波トモグラフィ法に応用すること

で，日本列島下の 3 次元地震波速度構造を推定した。 

その結果，層厚の違いを考慮していない場合に比べて，推定された地震波速度のバラつきが少なく，

西南日本に沈み込むフィリピン海プレートに対応した地震波高速度体が鮮明にイメージされた。また，九

州東部の下部地殻からマントル最上部では，手法改良の前後で地震波低速度体の分布に相違が認めら

れたが，同領域で実施した地磁気・地電流観測（MT 法）によって，手法改良後の地震波低速度体の分

布域と整合的な低比抵抗（高電気伝導度）体が確認された。 

一般に，地殻内の流体分布域は地震波低速度かつ低比抵抗を示すことから，ここで検出された地震

波低速度・低比抵抗体は，マントル起源の流体の存在を示唆すると考えられる。これらの結果は，手法の

改良前において認められていた地震波低速度体の一部が，堆積層等の層厚を考慮しなかったことに起

因する偽像であったことを示唆していると考えられる。 

 

（3）おわりに 

以上のように，地震波トモグラフィ法による地殻構造のイメージングに関する課題の一つ（解析精度の

向上）については，解析手法の改良によって改善が図られていると考えられる。今後は，定常的な地震観

測網の外側に位置する地域への汎用性拡大や空間分解能の向上を目指して，これらの技術をさらに応

用した研究開発を進めていく予定である。 
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2.2.2 年代測定技術の開発 －地下水の化石 “炭酸塩鉱物”の年代測定に向けて－ 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 バックエンド研究開発部門 

東濃地科学センター 地層科学研究部 年代測定技術開発グループ 

横山 立憲 
（1）はじめに 

将来の地質環境の安定性を評価するために，着目する地質環境の過去の変遷を解読し，変遷の傾向

を外挿する手法がある。過去の地質環境の変遷を解読するためには，隆起・侵食や断層運動および火

山活動などの自然現象に時間軸を与えるための放射年代測定技術の整備が不可欠である。また，地層

処分事業において特定の地質やサイトが選定されていない現時点において，概要調査や精密調査の段

階でこの技術を適用するには，我が国のあらゆる地質の年代測定に対応でき，かつ広範な年代を測定可

能な技術の整備が求められる。炭酸塩鉱物は岩盤中に普遍的に産出し，その地球化学的情報，特に年

代学的情報は地質環境の変遷を解読する上で有用な制約因子となる。そのため，炭酸塩鉱物の年代測

定技術は，我が国の高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する要素技術開発の重要課題の一つとさ

れており，長期的な地質環境変動モデルの構築に大きな貢献が期待されている。 
炭酸塩鉱物で一般的な鉱物種は，方解石，アラレ石，ドロマイトであり，これら 3 種で天然に存在する

炭酸塩鉱物の大部分を占める。本研究では，特に断りのない限り常温常圧条件で最も安定な相である方

解石を炭酸塩鉱物と呼ぶ。炭酸塩鉱物は，主として水－岩石との相互作用により炭酸イオンとカルシウム

イオンが結合して生成され，地下環境において生成される炭酸塩鉱物はいわば“地下水の化石”とも呼べ

る。これらは結晶成長を反映した微細な累帯構造を持つことがある。累帯ごとの元素・同位体組成をマイ

クロスケールの高空間分解能かつ高精度で分析することができれば，その炭酸塩鉱物を沈殿させた水の

種類（熱水，海水，淡水など）や生成年代の範囲を明らかにできる。炭酸塩鉱物のウラン（U）–鉛（Pb）年

代測定は，これまでに湿式分析法による石筍 1)や蒸発岩 2)の年代測定が実施されているが，局所分析法

による年代測定技術の開発は進んでいない。局所分析法の一つとして，試料の導入にレーザーアブレー

ション装置を備えた誘導結合プラズマ質量分析装置を用いた分析法（LA-ICP 質量分析法）がある。本

研究では，炭酸塩鉱物の高空間分解能な年代測定を目指し，LA-ICP 質量分析法による炭酸塩鉱物の

U–Pb 年代測定技術の開発を進めている。炭酸塩鉱物の U–Pb 年代測定では，①試料の元素濃度に起

因した U–Pb 系への適応性の低さと②同位体分析に必須な標準試料が未選定であるという，大別して二

つの課題がある。本発表では，東濃地科学センター土岐地球年代学研究所においてこれらの課題解決

に向けて実施した，イメージング分析技術の整備および標準試料の選定・開発について報告する。 
 

（2）実施内容 

１）イメージング分析技術の整備 

放射年代測定はその基礎原理として，放射性の親核種（ここでは U）が子孫核種（ここでは Pb）に一定

の割合で壊変することを利用するため，親核種に乏しい，もしくは親核種に比べて子孫核種が多い試料

は親核種の壊変寄与の検出が困難となり，必然的に年代測定が不可能となる。一般に炭酸塩鉱物は，

U–Pb 年代測定の実施されている他の鉱物（例えばジルコン，アパタイトなど）と比較して U 濃度が低いた

め，高精度な年代測定を実施するためには，U 濃度の高い試料もしくは分析領域を選ぶ必要がある。炭
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酸塩鉱物の U および Pb 濃度を 2 次元分布として取得することを目的として，レーザーアブレーション装

置と四重極型 ICP 質量分析計を連結し，データの取得および解析するイメージング分析技術を整備した。

この分析技術は，局所領域の U–Pb 年代測定を実施する上で，分析点の U および Pb の濃度を事前に

把握することができるため，高精度な年代測定を実施できる分析領域を評価できる強力なツールである。 
 
２）標準試料の選定・開発 

LA-ICP 質量分析法では，質量分析装置の計数率に影響する経時的なドリフトや，試料のマトリクスの

違いに起因する元素分別効果を補正する必要があり，一般的には未知試料と未知試料と同一マトリクス

の標準試料を交互に測定する手法が用いられる。しかし，炭酸塩鉱物の LA-ICP 質量分析で用いる標

準試料の選定および人工的な作製などの開発は十分に進んでいない。本研究では，既往研究において

湿式法による U–Pb 年代測定が実施されている蒸発岩 Castile Formation 中の炭酸塩鉱物

（CFC: 251.5±2.8 Ma2)）について，LA-ICP 質量分析法による U–Pb 同位体分析を実施し，標準試料と

しての有用性を評価した。また，天然試料の測定および評価に加えて，U および Pb の濃度・同位体組成

について均質な炭酸塩標準試料の人工作製を試みた。その結果，CFC 試料は 238U/206Pb 比の均一性

が比較的高く，U–Pb 年代測定に対して適度な U，Pb 濃度を有していることが判明した。また，人工的な

標準試料の作製においては，U と Pb を含む標準溶液を添加した溶液から方解石粉末を沈殿させる作製

法により，U/Pb 比の異なる 3 種の粉末試料を作製することに成功した。CFC 試料および人工的に作製し

た試料は，炭酸塩鉱物の年代測定を実施する上で，LA-ICP 質量分析における標準試料として利用でき

ることが示唆された。 
 
（3）今後の展望 

イメージング分析技術の整備により， U に乏しい炭酸塩鉱物に対しても精度よく U–Pb 年代測定を実

施するための分析領域の選定が可能となった。一方で， U および Pb 濃度は炭酸塩鉱物の生成した環

境に大きく支配され，U をほとんど含まないような炭酸塩鉱物も存在するため，この技術を整備することが

全ての炭酸塩鉱物の U–Pb 年代測定を可能とするわけではない。今後の年代未知試料の測定では，炭

酸塩鉱物の生成環境を十分に考察したうえで，年代測定を実施する必要がある。標準試料の選定・開発

においては，米国ニューメキシコ州 Whites City で採取された WC-1（254.4±6.4 Ma）が炭酸塩鉱物の

U–Pb 年代測定における標準試料として提唱された 3)。これまでに我々が評価した CFC と WC-1 の双方

を分析して比較し，標準試料としての適用性を評価したうえで，年代値が未知の試料の測定へ臨む。 
 

（4）謝辞 

本報告は経済産業省資源エネルギー庁からの委託事業である「平成26-28年度地層処分技術調査等

事業（地質環境長期安定性評価確証技術開発）」の成果の一部である。また，本報告の成果の一部は本

事業の中で東京大学－株式会社京都フィッション・トラック－学習院大学－海洋研究開発機構を締結先

として実施している共同研究で得られた成果である。 
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へ
の
影

響
の
評
価

技
術

 

②
-
2
)
時

間
ス
ケ
ー
ル
に
応

じ
た
地

圏
環

境
変

動
の
予

測
技

術
 

③
 年

代
測

定
技

術
の
開
発

 

③
-
1
)
ウ
ラ
ン
系

列
放

射
年

代
測

定
法

の
実

用
化

 

③
-
2
)
光

ル
ミ
ネ
ッ
セ
ン
ス
（
O

S
L
）
年

代
測

定
法

の
実

用
化

 

③
-
3
)
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム

-
2
6
年

代
測

定
法

，
塩

素
-
3
6
年
代

測
定

法
の
実
用

化
 

③
-
4
)
高

分
解

能
の
テ
フ
ラ
同

定
手

法
の
開
発

 

③
-
5
)
地

質
試

料
を
対

象
と
し
た
年

代
測

定
法

及
び
化

学
分
析

手
法

の
高

度
化

 

地
質
環
境
の
長
期
安
定
性
に
関
す
る
研
究

 
中
長
期
計
画
（
平
成

2
7
～

平
成

3
3
）
の
研
究

課
題

 

＝
＞
サ
イ
ト
の
選
定
や
安
全
性
の
検
討

 
 

 
 
に
必
要
と
な
る
デ
ー
タ
の
取
得

 

＝
＞
変
動
シ
ナ
リ
オ
に
基
づ
く

 
 

 
 
安
全
評
価
に
必
要
な
技
術

 
 

＝
＞

 ①
，
②
の
信
頼
性
を
向
上
す
る
た
め
の
技
術
基
盤
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情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 6
 

湿
式
分
析
法

 
△

熟
練

度
を
要

す
る
分

析
前

処
理

 
△

空
間

分
解

能
が
比

較
的

低
い

 
◎

高
精

度
分

析
 

 

局
所
分
析
法

 
◎

簡
便

な
前

処
理

 
◎

高
い
空

間
分

解
能

 
△

測
定

精
度

が
比

較
的

低
い

 

炭
酸
塩
鉱
物
の
分
析
か
ら
過
去
の
水
質

や
地
下
水
流
動
経
路
の
変
化
を
把
握

す
る
た
め
に
は
、
鉱
物
粒
子
あ
る
い
は
微
細
な
組
織
・
構
造
ご
と
の
化
学
組
成
と

形
成
年
代
の
情
報
が
必
要

 

炭
酸
塩
鉱
物
の
年
代
測
定
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
ー
分
析
手
法
の
選
択
ー

 

 

こ
の
た
め
に
は
、
局
所
領
域
に
つ
い
て
化
学
組
成

や
年
代
値
を
取
得
す
る
技
術

（
局
所
分
析
法
）
の
確
立
が
必
須

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

本
研
究
の
目
的

 
 

5 

地
質
環
境
の
長
期
安
定
性
に
関
す
る
研
究

 
将
来
の
地
質
環
境
の
安
定
性
を
評
価
す
る
手
法
の
一
つ
と
し
て
、
地
質
環
境

の
過
去
の
変
遷
を
解
読
し
、
変
遷

の
傾
向
を
外
挿
す
る
手
法
が
あ
る
。

 
 炭
酸
塩
鉱
物
（
カ
ル
シ
ウ
ム
炭
酸
塩
）
 


岩
石
種
を
問
わ
ず
透
水
性
の
割
れ
目

に
充

填
鉱
物

と
し
て
普

遍
的

に
存
在
す
る
。

 
（
岩
石
層
か
ら
供
給
さ
れ
る
カ
ル
シ
ウ
ム
イ
オ
ン
と
地
下
水
や
海
水
に
存
在
す
る
炭
酸
イ
オ
ン
の
化
合
物
）
 

炭
酸
塩
鉱
物
≒

“
地
下
水
の
化
石
”
 


炭
酸
塩
鉱
物
の
形
成
年
代
や
化
学
組
成
を
知
る
こ
と
で
、
地
下
水
の
変
化

（
過
去
の
水

質
や
地
下
水
流
動
経
路
の
変
化
）
を
読
み
解
く
こ
と
が
で
き
る
。

 
 

(
石
橋
ほ
か

, 
2
0
1
4
)
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 8
 

親
核
種

 
こ
こ
で
は

2
3
8
U
 

子
孫
核
種

 
こ
こ
で
は

2
0
6
P
b
 

炭
酸
塩
鉱
物
の

U
-
P
b
年
代
測
定
に
お
け
る
課
題
①

 
 


親
核
種
に
富
む
試
料
、
も
し
く
は
同
一
試
料
内
で
も
親
核
種
に
富
む
領
域

を
選
ぶ
技
術
が
必
要

 

蓄
積
さ
れ
る
子
孫
核
種
の
量
が
少
な
く

な
り
、
分
析
（
検
出
）
が
難
し
く
な
る
。
 

半
減
期

4
4
.6

8
憶
年

 

親
核
種
で
あ
る

U
の
含
有
量
が
比
較
的
少
な
い
（
課
題
①
）
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

炭
酸
塩
鉱
物
の

U
-
P
b
年
代
測
定
に
お
け
る
課
題

 


親
核
種
で
あ
る

U
の
含
有
量
が
比
較
的
少
な
い
（
課
題
①
）
 


標
準
試
料
が
未
選
定
（
課
題
②
）
 

レ
ー
ザ
ー
試
料
導
入
法
の
概
念
図
（
東
大
、
平
田

教
授

よ
り
提
供
）
 

局
所
分
析
法

 

レ
ー
ザ
ー
ア
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン

IC
P
質
量
分
析
法

 

二
次
イ
オ
ン
質
量
分
析
法
（
S
IM

S
, 
S
H
R
IM

P
）
 

 
こ
れ
ら
の
分

析
技

術
を
用

い
た
ジ
ル
コ
ン
な
ど
鉱

物
粒
子
の

U
-
P
b
年
代
測
定
が
広
く
実
施
さ
れ
て
い
る
。
 

 ⇒
確

立
さ
れ
た
技

術
を
炭

酸
塩

鉱
物

へ
応

用
す
れ
ば

年
代
測
定
が
可
能
？

 
 

炭
酸
塩
鉱
物
の
年
代
測
定
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
ー
同
位
体
系
の
選
択
ー

 

 

7 
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情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 10
 

実
施
内
容

 
 

L
A
-
IC

P
質
量
分
析
法
に
よ
る
炭
酸
塩
鉱
物
の

U
-
P
b
年
代
測
定

 
技
術
の
開
発
と
し
て

 
 ①

親
核
種
に
富
む
領
域
を
選
ぶ
技
術
（
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
技
術
）
の

整
備

 
 

②
標
準
試
料
の
選
定
・
開
発

 
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 9
 

炭
酸
塩
鉱
物
の

U
-
P
b
年
代
測
定
に
お
け
る
課
題
②

 
 

レ
ー
ザ
ー
ア
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
元

素
分

別
 

の
概

念
図

 

P
b
 

U
 

P
b
 

P
b
 

P
b
 

P
b
 

P
b
 

P
b
 

P
b
 

P
b
 

U
 

U
 

U
 

U
 

U
 

L
A
-
IC

P
質
量
分
析
中
に

L
A
サ
イ
ト
で
生
じ
る
元
素
分
別

 


元
素
の
揮
発
性
・
質
量
数
に
起
因
し
た
分
別

 
 


試
料
の
掘
削
深
度
が
上
が
る
と
、
ア
ブ
レ
ー
ト
さ
れ
る
元
素

が
よ
り
選
択
的
に
な
る
（
ダ
ウ
ン
ホ
ー
ル
分
別
）
。
 

 


マ
ト
リ
ク
ス
の
違
い
に
起
因
し
た
分
別
（
マ
ト
リ
ク
ス
効
果
）
 

 元
素
分
別
の
影
響
を
補
正
す
る
手
法
と
し
て
、
標
準
試
料
と
未

知
試
料
を
交
互
に
分
析
す
る
挟
み
込
み
法
が
用
い
ら
れ
る
。

 
 

マ
ト
リ
ク
ス
の
一
致
し
た
（
炭
酸
塩
鉱
物
の
）

標
準
試
料
の
選
定
・
開
発
が
必
要

 

標
準
試
料
が
未
選
定
（
課
題
②
）
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 

二
重
収
束
型
マ
ル
チ
コ
レ
ク
タ

IC
P
質
量
分
析
計

(
N
e
p
tu

n
e
-
p
lu

s)
 

四
重
極
型

IC
P
質
量
分
析
計

(
A
g
ile

n
t 
7
7
0
0
x
)
 

レ
ー
ザ
ー
ア
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
装
置

 
(
A
n
a
ly

te
 G

2
)
 

1
2
 

炭
酸

塩
鉱

物
の

U
-
P
b
年
代
測
定
を
実
施
す
る
分
析
点
の
選
定
と
評
価
を
実
施
す
る

た
め
、
東

濃
地

科
学
セ
ン
タ
ー
に
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析
の
技
術
を
整
備

 

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析

 
レ
ー
ザ
ー
を
水
平
方
向
に
走
査
し
、
四
重
極
型

IC
P
質
量
分
析
装
置
で
元
素
イ
オ
ン
を
検
出

 
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
を
つ
な
ぎ
合
わ
せ
、
2
次
元
元
素
（
同
位
体
）
分
布
を
得
る
分
析
手
法

 
※
E
P
M
A
な
ど
一
般
的
な
元
素
マ
ッ
ピ
ン
グ
と
の
違
い

 
（
利
点
）
希
土
類
元
素
な
ど
を
含
む
微
量
元
素
に
つ
い
て
相
対
的
な
濃
度
分
布
を
得

る
こ
と
が
で
き
る
。

 
（
欠
点
）
試
料
表
面
数
～
数
十
µ
m
の
破
壊
分
析

 

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析
技
術
の
整
備

 
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 11
 

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
技

術
の
整

備
 

－
低

い
U
濃

度
を
持

つ
炭

酸
塩

鉱
物

へ
の
対

応
－
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情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 14
 

標
準

試
料

の
選

定
・
開

発
 

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 13
 

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析
技
術
の
整
備

 
 秋
吉

台
鍾

乳
石

試
料

A
K
-
1
の
元

素
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
の
結

果
。
試

料
写

真
中

の
小

円
で
囲

ん
だ
部

位
に
お
い
て

B
e
、

B
、

M
g
、

M
n
、

F
e
、

S
r、

B
a
等

が
顕

著
に
濃

集
し
て
い
る
。
レ
ー
ザ
ー
の
形

状
及

び
走

査
速
度
は
そ
れ
ぞ
れ

1
5
0
 µ

m
四
方
及
び

3
0
0
 µ

m
 s

-
1
。
イ
メ
ー
ジ
ン

グ
所
要
時
間
は

1
5
8
分
。

 

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析
例

 
鍾
乳
石
（
山
口
県
秋
吉
台
）
 


試
料
の
ど
の
部
位
が

U
-
P
b
年
代
測
定

に
適

し
て
い
る
か
把
握
す
る
こ
と
が
可
能

と
な
っ
た
。
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 16
 


天
然
試
料
か
ら
の
選
定
が
困
難
な
場
合
を
想
定
し
て
、
人
工
的
に
標
準
試
料

を
作
製
（
沈
殿
法
よ
る
方
解
石
の
生
成
）
 


炭

酸
水

素
ナ
ト
リ
ウ
ム
、
塩

化
カ
ル
シ
ウ
ム

及
び
塩

化
ス
ト
ロ
ン
チ
ウ
ム
が
溶

解
し
た
水

溶
液

に
U
と

P
b
の
標

準
溶

液
を
添

加
し
た

母
液

か
ら
沈

殿
さ
せ
る
手

法
（
沈

殿
法

）
で

方
解
石
の
粉
末
を
作
製

 

標
準
試
料
の
開
発

 
 

分
析
へ
の
実
用

性
（
分
析
試
料

の
U
, 

P
b
濃
度
の
多
様

性
）
を
考
慮
し
、

U
, 

P
b
濃
度
の
異
な
る

母
液
か
ら

U
/
P
b
比
の
異
な
る

4
種
類
の
粉
末
試
料
の
作
製

に
成
功

 

沈
殿
法
の
手
順
（
学
習
院
大
、
坂
田
助
教
よ
り
提
供
）
 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 15
 

標
準
試
料
の
選
定

 
 


蒸
発
岩

中
の
方

解
石

(
C
a
st

ile
 F

o
rm

a
ti
o
n
 C

a
lc

it
e
; 

C
F
C
; 

B
e
c
ke

r 
e
t 

a
l. 

(
2
0
0
2
)
)

の
有
用
性
（
元
素
比
、
同
位
体
組
成
の
均
質
性
）
を
評
価

 

方
解

石
と
石

膏
の
互

層
か
ら
な
る
蒸

発
岩

試
料

（
B
e
c
ke

r 
e
t 
a
l.,

 2
0
0
2
著

者
よ
り
提

供
）
 


C
F
C
の
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析
及
び

U
-
P
b
同
位

体
分
析
の
結
果
、
U
-
P
b
系
に
つ
い
て
比
較

的
均
質
な
組
成
を
持
つ
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

 

蒸
発

岩
中

の
方

解
石

の
U
-
P
b
同

位
体

分
析

結
果

 

蒸
発

岩
中

の
方

解
石

の
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分

析
結

果
 

JAEA-Review 2017-042

- 31 -



情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 18
 

謝
辞

 
 


本

報
告

は
経

済
産

業
省

資
源

エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

か
ら
の
委

託
事

業
で
あ
る

「
平

成
2
6
-
2
8
年

度
地

層
処

分
技

術
調

査
等

事
業

（
地

質
環

境
長

期
安

定
性
評
価
確
証
技
術
開
発
）
」
の
成
果
の
一
部
で
あ
る
。

 
 


本

報
告

の
成

果
の
一

部
は
本

事
業

の
中

で
東

京
大

学
、
株

式
会

社
京

都
フ
ィ
ッ
シ
ョ
ン
・
ト
ラ
ッ
ク
、
学

習
院

大
学

、
海

洋
研

究
開

発
機

構
と
の
共

同
研
究
で
得
ら
れ
た
成
果
で
あ
る
。

 

情
報

・意
見

交
換

会
 

2
0
1
7
 

JA
EA

 17
 

実
施
内
容
の
ま
と
め
と
今
後
の
展
望

 
 

ま
と
め

 
•

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
分
析

技
術
の
整
備

 
•

U
に
乏

し
い
炭

酸
塩

鉱
物

に
対

し
て
も
精
度

よ
く

U
–
P
b
年
代

測
定

を
実

施
す
る
た
め
の

分
析
領
域
の
選
定
が
可
能

と
な
っ
た
。

 
 

•
標
準
試
料
の
選
定
・
開
発

 
•

C
F
C
の

U
–
P
b
年
代
測
定
に
お
け
る
標
準
試
料
と
し
て
の
有
用
性

が
確
認

さ
れ
た
。

 
•

沈
殿
法
に
よ
り

U
, 
P
b
を
異
な
る
割
合
で
含
有
す
る
方
解
石
の
粉
末
を
作
製
し
た
。

 
 

今
後
の
展
望

 
•

人
工
作
製
試
料
の
均
質
性
評
価
及

び
他
の
作
製
手

法
の
検

討
を
実
施
中

 
•

米
国

ニ
ュ
ー
メ
キ
シ
コ
州

W
h
it
e
s 

C
it
yで

採
取

さ
れ
た

W
C
-
1
（
2
5
4
.4

±
6
.4

 
M

a
）
が
炭

酸
塩
鉱

物
の

U
–
P
b
年
代
測
定

に
お
け
る
標
準

試
料

と
し
て
提
唱
さ
れ
た

(
R
o
b
e
rt
s 

e
t 

a
l.,

 
2
0
1
7
)
。

 

⇒
こ
れ
ま
で
に
我

々
が
評

価
し
た

C
F
C
、
人

工
作

製
試

料
と

W
C
-
1
を
分

析
し
て
比

較
し
、
標

準
試
料
と
し
て
の
適
用
性
の
高

さ
を
評
価

し
て
、
年
代
値

が
未
知

の
試
料

の
測
定

へ
臨
む
。
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3. ポスターセッション発表資料 

 
1．地質環境の長期安定性に関する研究 

 チャネリングコヒーレント電離による加速器質量分析における同重体分別法の開発 
 複数同位体の同時測定による高精度希ガス同位体分析－地下水年代測定法の実用化に向けて－ 
 後背地解析技術の開発その1 帯磁率異方性を利用した古流向の推定 
 後背地解析技術の開発その2 岩石・鉱物学に基づく後背地解析指標の検討 

 
2．超深地層研究所計画 

 再冠水試験に係わる調査研究 －一部排水・水圧減圧試験に伴う水理学的調査・解析－ 
 地質環境特性の長期変遷解析技術に関する研究 －割れ目の形成と充填の履歴－ 
 物質移動モデル化技術の開発 －花崗岩中での物質移動現象の理解－ 
 物質移動モデル化技術の開発 －実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークモデルのモ

デル化手法の整備－ 
 
3．共同研究 

 東京大学と日本原子力研究開発機構の共同研究 
結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価手法に関する研究 

 東京大学と日本原子力研究開発機構の共同研究 
地下環境の形成に関わる微生物プロセスの評価技術の研究 

 電力中央研究所と日本原子力研究開発機構の共同研究 
瑞浪超深地層研究所周辺の水理・物質移動特性評価に関する研究 －地下水年代調査および評

価技術の開発－ 
 

4．瑞浪超深地層研究所を利用した研究 

 公益財団法人地震予知総合研究振興会 東濃地震科学研究所 
瑞浪超深地層研究所坑内における地球物理学的諸観測 
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料
）

(2
01

7)
2)

伊
奈
川
花
崗
岩

苗
木
・
上
松
花
崗
岩

メ
ル
ト
包
有
物

燐
灰
石

Q

A
P
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T
G

C
 

T
G

C
 

試
錐
座
の
掘
削

ボ
ー
リ
ン
グ
ピ
ッ
ト
の
埋
め
戻
し

再
冠
水
及
び
水
圧
回
復

水
圧
・
水
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
孔
掘
削
・
装
置
設
置

北
坑
道
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
孔

の
掘
削

水
圧
・
水
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

止
水
壁
の
施
工
・
観
測
系
再
構
築

排
水

冠
水
お
よ
び
水
圧
回
復

一
部
排
水
・
水
圧
減
圧

ピ
ッ
ト
埋
め
戻
し
材
の
回
収
・
分
析

水
圧
・
水
質

B
a
se

lin
e
の
把
握

坑
道
掘
削
中
の
影
響
の
把
握

坑
道
掘
削
後
の

B
a
se

lin
e
の
把
握

坑
道
周
辺
の
十
分
な
水
位
低
下
の
把
握

埋
戻
し
材
の
初
期
状
態
の
把
握

止
水
技
術
の
確
認

坑
道
内
お
よ
び
周
辺
観
測
孔
で
の
水
圧

レ
ス
ポ
ン
ス
，
化
学
条
件
変
化
の
確
認

止
水
技
術
の
確
認

埋
め
戻
し
材
の
変
質
状
態
の
把
握

坑
道
内
お
よ
び
周
辺
観
測
孔
で
の
水
圧

レ
ス
ポ
ン
ス
，
化
学
条
件
変
化
の
確
認

坑
道
内
お
よ
び
周
辺
観
測
孔
で
の
水
圧

レ
ス
ポ
ン
ス
，
化
学
条
件
変
化
の
確
認

坑
道
内
お
よ
び
周
辺
観
測
孔
で
の
水
圧

レ
ス
ポ
ン
ス
，
化
学
条
件
変
化
の
確
認

012345678910 湧水量/排水量（m3/日）

超
深

地
層

研
究

所
計

画
：
再

冠
水

試
験

に
係

わ
る
調

査
研

究
 

－
 
一

部
排

水
・
水

圧
減

圧
試
験

に
伴
う
水

理
学
的

調
査
・
解
析

 
－

 
日

本
原

子
力

研
究

開
発

機
構

 
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
研

究
開

発
部

門
 
東

濃
地

科
学

セ
ン
タ
ー

 
地

層
科

学
研

究
部

 
結

晶
質

岩
地

質
環

境
研

究
グ
ル
ー
プ

 
 

尾
崎

 
裕

介
・
小

橋
 
昭

夫
・
毛

屋
 
博

道
・
尾

上
 
博

則
・
竹

内
 
竜

史
 

目
的
・
報
告
内
容

 

一
部
排
水
・
水
圧
減
圧
試
験
の
概
要

 

目
的
：
 

•
坑
道
の
掘
削
・
維
持
管
理
に
よ
り
乱
さ
れ
た
地
質
環

境
の
回
復
・
定
常

化
過
程
の
知

見
の

蓄
積
と
，
そ
れ
ら
の
調
査
・
解
析
技
術
の
構
築

 

【
一
部
排
水
・
水
圧
減
圧
試
験
】
 

目
的
：
 

•
冠
水
坑
道
か
ら
地
下
水
の
一
部
排
水
と
排
水
停
止
を
複
数
回
行

い
，
水
圧
回
復
に
関
す
る
現
象
の
再
現
性
を
確
認

 
報
告
内
容
：
 

•
一
部
排
水
・
水
圧
減
圧
試
験
に
伴
い
実
施
し
た
水
理
学
的
調
査
・
 

解
析
の
実
施
概
要
と
得
ら
れ
た
成
果

 

こ
れ
ま
で
の
主
な
成
果
：
 

•
冠
水
坑
道
内
及
び
周
辺
岩
盤
に
お
い
て
，
坑
道
内
の
冠
水
に
伴
う
地
下

水
圧
の
変
化

を
把
握

 
•

上
記
に
基
づ
き
周
辺
岩
盤
中
の
不
均
質

な
割

れ
目
分

布
を
概
念

化
 

【
再

冠
水

試
験

】
 

試
験

 
排
水
開
始
日
時

 
排
水
停
止
日
時

 
排
水
期
間

 
排
水
量

 

第
1
回

 
2
0
1
7
/
2
/
2
7
 1

5
:0

0
 

2
0
1
7
/
3
/
1
 1

5
:0

0
 

2
日

 
平
均

3
.3

m
3
/
ｄ

 

第
2
回

 
2
0
1
7
/
3
/
7
 1

6
:4

0
 

2
0
1
7
/
3
/
1
3
 1

4
:3

0
 

6
日

 
平
均

1
.9

m
3
/
ｄ

 

第
3
回

 
2
0
1
7
/
7
/
1
8
 9

:4
5
 

2
0
1
7
/
7
/
3
1
 1

0
:2

5
 

1
3
日

 
平
均

5
.6

m
3
/
ｄ

 


地
下
水
圧
観
測
結
果

 止
水

壁
 

13
M

I4
1 

13
M

I4
0 

13
M

I3
9 

13
M

I4
3 

13
M

I4
4 13

M
I4

2 

13
M

I4
5-

48
 

冠
水

坑
道

 

深
度

5
0
0
m
に
お

け
る
冠

水
坑
道

周
辺
の

観
測
レ

イ
ア
ウ

ト
 


坑
道
の
湧
水
量
測
定
結
果

 
水
理
学
的
調
査
の
実
施
結
果

 

⇒
観
測
区
間
毎
に
異
な
る
水
圧
応
答
を
観
測

 
⇒
一
部
の
観
測
区
間
で
は
，
排
水
と
排
水
停
止
に
伴
う
明
瞭
な
水
圧

応
答
を
確
認

 

⇒
止
水
壁
前
の
湧
水
量
の
長
期
的
な
傾
向
と
，
排
水
と
排
水
停
止

に
伴
う
変
化
を
確
認

 

観
測

区
間

に
お

け
る

地
下

水
圧

変
化
の

一
例
（

第
1
回

試
験

時
）

 

12
M

I3
3 

第
1
回
試
験

 
（
排
水
量
）
 

第
2
回
試
験

（
排
水
量
）
 

第
3
回
試
験

 
（
排
水
量
）
 

湧
水
量

 

 
 

 
 

 
 
水

圧
・
水

質
観

測
孔

 
 
 

 
 

 
 
岩

盤
変

位
観

測
孔

 

一
部

排
水

・
水

圧
減

圧
試

験
条

件
 

止
水

壁
前

の
湧

水
量

変
化

 

H
2
9
.9
～

 

～
H
2
5
.1

 

～
H
2
5
.3

 

～
H
2
6
.3

 

～
H
2
6
.1

2
 

～
H
2
6
.1

2
 

～
H
2
8
.2

 

-
1
2
.0

-
1
0
.0

-
8
.0

-
6
.0

-
4
.0

-
2
.0

0
.0

2
.0

4
.0

6
.0

8
.0

1
.5

1
.7

1
.9

2
.1

2
.3

2
.5

2
.7

2
.9

3
.1

3
.3

3
.5

2
/
1

3
/
3

4
/
2

5
/
2

6
/
1

7
/
1

7
/
3
1

排水量[m3/日]

水圧[MPa]


冠
水
坑
道
内
水
圧
の
低
下
・
回
復
挙
動

 

試
験

に
伴

う
冠

水
坑

道
内

の
水

圧
変

化
 

⇒
排
水
に
伴
う
水
圧
低
下
は
，
排
水
停
止
後
に
排
水
開
始
前
の
水
圧

に
回
復

 
⇒
冠
水
坑
道
か
ら
の
直
接
の
排
水
，
排
水
停
止
に
伴
う
水
圧
変
化
の
再
現
性
を
確
認

 

第
1
回

試
験

 

第
2
回

試
験

 
第

3
回

試
験

 

排
水

量
 

水
圧

 

湧
水

量
の
低

下
 

13
M

I3
8 


冠

水
坑

道
内

か
ら
の
排

水
量

が
異
な
る
一

部
排

水
・
水

圧
減

圧
試
験

を
3
回
実

施
 

＊
本

ポ
ス
タ
ー
で
は
、
“
一

部
排

水
・
水

圧
減

圧
”と

“
再

冠
水

と
及

び
水

圧
回

復
”

を
ま
と
め
て
一

部
排

水
・
水

圧
減

圧
試

験
と
記

載
す
る
。

 

～
H
2
8
.3

 
第

二
回

再
冠

水
試

験
中

の
冠
水

坑
道
内

の
水
圧

履
歴
と

一
部
排

水
試
験

の
実
施

時
期

 

再
冠

水
試

験
の

全
工

程
と

一
部

排
水
・

水
圧
減

圧
試
験

の
位
置

づ
け

 

(m3/d) 

[m3/d] 
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0
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0
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.0
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.0
-7

.0
-6

.0
-5

.0
-4

.0
[lo

g(
m

/s
)]

�

12
M

I3
3

13
M

I3
8

13
M

I4
1

13
M

I4
0

�

• •

�

� � �

� ��

m 
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] 
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T
G

C
 

T
G

C
 

1

1
0

1
0
0

0
.1

1
1
0

1
0
0

累積頻度（本） 

ト
レ
ー
ス
長
（
m
）
 

1

1
0

1
0
0

0
.1

1
1
0

1
0
0

累積頻度（本） 

ト
レ
ー
ス
長
（
m
）
 

0
.0

0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

2
.0

3
.0

4
.0

トレース長分布の 

べき乗数の誤差 

割
れ
目
半
径
分
布
の
べ
き
乗
数
（

b）
 

S
e
t1

 

0
.0

0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0 1

.E
-
1
8

1
.E

-
1
4

1
.E

-
1
0

1
.E

-
0
6

1
.E

-
0
2

CDF 

透
水
量
係
数

 (
m

2
/
s)

 

Ｄ
Ｆ
Ｎ
モ
デ
ル
構
築

 
  
  
P

3
2
：
固
定

(
1
0
 m

2
/
m

3
)
 

  
  
べ
き
乗
数
（

b）
：
2
.0

-
5
.0

 
  
  

r m
in
: 
1
.0

m
 

仮
想
坑
道
と
交
差
す
る

 
割
れ
目
の
ト
レ
ー
ス
長
を
抽
出

 

仮
想
坑
道
の
ト
レ
ー
ス
長
分
布

の
べ
き
乗
数
と
実
測
値
が

 
整
合
す
る
割
れ
目
半
径
の

 
べ
き
乗
数
（

b）
を
推
定

 

割れ目の半径分布の推定 

超
深

地
層

研
究

所
計

画
：
物

質
移

動
モ
デ
ル
化

技
術

の
開

発
 

－
実

際
の
割

れ
目

の
性

状
を
考

慮
し
た
割

れ
目

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
モ
デ
ル
の
モ
デ
ル
化

手
法

の
整

備
－

 
日

本
原

子
力

研
究

開
発

機
構

 
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
研

究
開

発
部

門
 

東
濃

地
科

学
セ
ン
タ
ー

 
地

層
科

学
研

究
部

 
結

晶
質

岩
地

質
環

境
研

究
グ
ル
ー
プ

 
石

橋
 
正

祐
紀

・
尾

上
 
博

則
 

環
境

技
術

開
発

セ
ン
タ
ー

 
基

盤
技

術
研

究
開

発
部

 
シ
ス
テ
ム
性

能
研

究
グ
ル
ー
プ

 
澤

田
 
淳

 
株

式
会

社
大

林
組

 
原

子
力

環
境

技
術

部
 
田

中
 
達

也
 

目
的
・
報
告
内
容

 

１
. 
F
P
に
着
目
し
た
デ
ー
タ
解
析

 


日

本
の
結

晶
質

岩
の
特

徴
で
あ
る
割

れ
目

が
不

均
質

か
つ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
状

に
分

布
す
る
岩

盤
に
つ
い
て
，
地

質
環

境
の
長
期

変
化
を
考

慮
し
つ
つ
，
岩

盤
中
の
物

質
移
動

を
調

査
・評

価
す
る
た
め
の
手

法
の
整

備
が
目

標
 


目

標
を
達

成
す
る
た
め
に
，
以

下
の

2
つ
の
課

題
を
設

定
し
，
そ
れ
ぞ
れ
の
課

題
に
つ
い
て
タ
ス
ク
に
分

け
て
調

査
研

究
を
実

施
 

〇
課

題
１
：
不

均
質

な
割

れ
目

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
モ
デ
ル
の
モ
デ
ル
化
手

法
の
開
発

 
 
1
-
①

 実
際

の
割

れ
目

の
性
状

を
考
慮

し
た
割

れ
目

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
モ
デ
ル
の
モ
デ
ル
化

手
法
の
整
備

 
 
1
-
②

 花
崗

岩
中

で
の
物

質
移

動
現

象
の
理
解

 
 
1
-
③

 物
質

移
動

に
お
け
る
コ
ロ
イ
ド
，
有
機

物
，
微

生
物
の
影

響
因
子

の
評

価
 

〇
課

題
２
：
地

質
環

境
の
長

期
変
遷

に
関

す
る
解

析
・
評

価
技

術
の
開
発

 
 
2
-
①

 断
層

な
ど
の
影

響
を
含

め
た
地

質
環

境
特
性

の
長

期
変
遷

解
析
技

術
 

 
2
-
②

 地
下

水
の
長

期
隔

離
に
関
す
る
深

部
塩

水
地

下
水

の
起
源

・滞
留

時
間

の
把

握
 

 

引
用
文
献

 


深

度
5
0
0
m
に
お
け
る
断

層
の
影

響
範

囲
を
越

え
た
領

域
を

対
象

に
検

討
（
黄

色
）
 


F
P
は
全

体
の
約

1
0
％

（3
7
本

/
3
8
2
本
）
 た

だ
し
，
ト
レ
ー
ス

長
2
m
以

上
で
は
約

2
0
％

 

ト
レ
ー
ス
長

は
F
P
で
長

い
割

れ
目

が
多
い
。

 

地

質
学

的
特

徴
（
割

れ
目

充
填

鉱
物
や
変
質

の
有

無
）
と
卓

越
方

位
分

布
は
，

F
P
と
湧

水
を
伴

わ
な
い
割

れ
目

（
N
F
）で

統
計

的
分

布
を
差

別
化

で
き
る
ほ
ど
の
差
は
な
し
。

 


F
P
の
う
ち
最

も
湧

水
量

が
少

な
い

 “
滲

出
”
 と

記
載

し
た

割
れ
目

（
湧

水
量

：約
0
.0

5
l/

m
in
）
の
透
水

量
係
数

は
，

1
0

-
9
m

2
/
sオ

ー
ダ
ー
と
推

定
 

 ⇒
以

下
を
仮

定
し

D
F
N
モ
デ
ル
を
構

築
 

•
F
P
群

は
N
F
群

よ
り
大

き
な
半

径
の
割
れ
目

が
多

い
。
 

•
F
P
群

は
N
F
群

に
比

較
し
て
透

水
性

が
高

い
。

 
 

 
（
透

水
量

係
数

で
1
0

-
9
m

2
/
sオ

ー
ダ
ー
以

上
）
 

1
)
 I
sh

ib
a
sh

i 
e
t 
a
l. 

: 
L
o
n
g
 t
e
rm

 b
e
h
a
vi

o
r 
o
f 
h
yd

ro
g
e
o
lo

g
ic

a
l 
st

ru
c
tu

re
s 

a
ss

o
c
ia

te
d
 w

it
h
 f
a
u
lt
in

g
: 
a
n
 e

x
a
m

p
le

 f
ro

m
 t
h
e
 d

e
e
p
 c

ry
st

a
lli

n
e
 r

o
c
k 

in
 t
h
e
 M

iz
u
n
a
m

i 
U
R
L
, 
C
e
n
tr
a
l 
Ja

p
a
n
, 
E
n
g
in

e
e
ri
n
g
 G

e
o
lo

g
y,

 2
0
8
, 
p
p
.1

1
4
-
1
2
7
, 
2
0
1
6
. 

2
)
 見

掛
・
西
垣
・
佐
藤
：グ

ラ
ウ
チ
ン
グ
の
注
入
範
囲
設
定
に
関
す
る
浸
透
力
を
考
慮
し
た
評
価
理
論
の
構
築
，
土
木
学
会
論
文
集

C
（
地
圏
工
学
）
，
7
0
，
p
p
.3

3
-
4
3
，
2
0
1
4
．
 

 1
.

F
P
に
着
目
し
た
デ
ー
タ
解
析

 
2
.
地
質
学
的
な
割
れ
目
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
G
e
o
D
F
N
）
モ
デ
ル
の
構
築

 

 
3
.

F
P
情

報
を
用

い
た
水

理
学

的
な
割

れ
目

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
H
yd

ro
D
F
N
）
モ
デ
ル
の
構

築
と

妥
当
性
の
確
認

 

【
報
告
内
容
】
 
湧
水
を
伴
う
割
れ
目
（
F
P
）
に
着
目
し
た
割
れ
目
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
D
F
N
）
モ
デ
ル
構
築
手
法

に
関

す
る
検
討
結
果

 

C
a
l：
方
解
石
，
H
M
：
熱
水
性
鉱
物
，
C
ly
：
未
固
結
粘
土

 

n
=
3
8
2
 

n
=
3
7
 

n
=
3
4
5
 

全
割
れ
目

 
湧
水
を
伴
う
割
れ
目
（
F
P
）
 

湧
水
を
伴
わ
な
い
割
れ
目
（
N
F
）
 

C
ly

H
M

 &
 C

ly

H
M

C
a
l 
&

 H
M

 &
 C

ly

C
a
l 
 &

 C
ly

C
a
l 
&

 H
M

C
a
l

N
o
-
fi
lli

n
g
s

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

1

1
0

1
0
0

1
0
0
0

1
0
0
0
0

0
.1

1
1
0

1
0
0

累積頻度（本） 

坑
道
壁
面
に
お
け
る
ト
レ
ー
ス
長
（m

） 

N
F
 

F
P
 

坑
道
へ
の
湧
水

 

S
ki

n
領
域

 

影
響
半
径

 

割
れ
目
か
ら
の
湧
水
量
よ
り
式
①
を

 
用
い
て
坑
道
周
辺
の
単
位
長
さ
辺
り
の

平
均
的
な
透
水
係
数
を
算
出

 
   

割
れ
目

頻
度
で
除
し
て
割
れ
目
の

 
透
水
量
係
数
を
推
定

 

Q
 
：
 湧

水
量

(
0
.0

0
3
～

0
.1

 l
/
m

in
)
 Δ
h 
：
 水

頭
差
（
2
.7

7
M

P
a
）
 

k w
 
：
 母

岩
の
透
水
係
数

 
r w

 ：
 影

響
半
径
（
1
6
.9

5
 m

）
 

k s
ki

n 
：
 S

k
in
領
域
の
透
水
係
数

 
（
1
.4

E
-
0
9
m

/
s）

 
r 1

 ：
 S

k
in
領
域
の
半
径
（
1
.9

2
 ｍ

）
 

L 
：
 長

さ
（
1
.0

 m
）
 

r 0
 ：

 坑
道
半
径

(
1
.4

2
)
 

𝑘𝑘 𝑤𝑤
=

𝑙𝑙𝑙𝑙
𝑟𝑟 𝑤𝑤

𝑟𝑟 1�

2𝜋𝜋
𝐿𝐿
∙∆
ℎ

𝑄𝑄
−
𝑙𝑙𝑙𝑙

𝑟𝑟 1
𝑟𝑟 0�

𝑘𝑘 𝑠𝑠
𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑠𝑠

 
…
式
①

2
)
 

仮
想
坑
道
と
実
測
値
の

 
ト
レ
ー
ス
長
分
布
（
割
れ
目
数
）
が

 
整
合
す
る

P
3
2
を
推
定

 

𝑓𝑓
𝑟𝑟

=
 𝑏𝑏
−

1
𝑟𝑟 𝑚𝑚

𝑠𝑠𝑠𝑠

𝑟𝑟 𝑚𝑚
𝑠𝑠𝑠𝑠 𝑟𝑟

𝑏𝑏
 

f(r
)：
割

れ
目
半
径
の
分
布

関
数

 
b 

  ：
割
れ
目
半
径
の
べ
き
数

 
r m

in
：
最
小
割
れ
目

半
径

 

S
e
t1

 

P
3
2
 =

 0
.4

2
9
 

(
r m

in
 =

 1
.0

 m
)
 

解
析
値

 
実
測
値

 

フ
ィ
ッ
テ
ィ
ン
グ

 
範
囲

 

𝑇𝑇
=
𝑙𝑙𝑙𝑙
𝑙𝑙𝑙𝑙
𝑙𝑙𝑟𝑟
𝑙𝑙

(𝜇𝜇
,𝜎𝜎

)×
𝑟𝑟𝐶𝐶

 
T 

: 
透
水
量
係
数

 
μ 

: 
対
数
平
均

 
σ 

: 
対
数
標
準
偏
差

 

r 
: 
割
れ
目

半
径

 
C

 
: 
定
数

 

G
e
o
D
F
N
に

 
透
水
性
を
設
定

 

透
水
量
係
数
で

1
0

-
9
m

2
/
sオ

ー
ダ
ー
以
上
を

F
P
と
仮
定
し
，
 

仮
想
坑
道

で
の

 
F
P
の
ト
レ
ー
ス
長
分
布
と

 
実
測
値
と
を
比
較

 

誤
差
が
最
も
小
さ
い

 
パ
ラ
メ
ー
タ
セ
ッ
ト
を
採
用

 

0
.0

0

0
.2

0

0
.4

0

0
.6

0

0
.8

0

1
.0

0 1
.E

-
1
5

1
.E

-
1
1

1
.E

-
0
7

1
.E

-
0
3

CDF 

透
水
係
数

 (
m

/
s)

 

妥
当
性
の
確
認
結
果
（
左
：
仮
想
水
理
試

験
解
析
の
結
果
と
実
測
値
の
比
較
結

果
，
右
：
D
F
N

モ
デ
ル
中
の
割
れ
目
の
透
水
量
係
数
分

布
）
 

N
F
 

F
P
 

N
F
 

F
P
 

坑
道
壁
面
に
お
け
る
ト
レ
ー
ス
長
分
布
 

割
れ
目
周
辺
岩
盤
の
変
質
の
有
無
（左

）と
充
填
鉱
物
種
（右

） 

坑
道
壁
面

に
お
け
る

割
れ
目

方
位
分
布

（
下
半

球
投
影
；

フ
ィ
ッ

シ
ャ
ー
集

中
度
）
 

デ
ー
タ
解

析
領
域
（

黄
色
）

と
割
れ
目

分
布

1)
よ

り
引

用
加

筆
 

F
P
の
透
水

性
の

推
定

フ
ロ
ー

・
概
念
お

よ
び
使

用
し
た
関

数
 

２
. 
G
e
o
D
F
N
モ
デ
ル
の
構
築

 

３
. 
F
P
情
報
を
用
い
た

H
yd

ro
D
F
N
モ
デ
ル
の
構
築
と
妥
当

性
の
確
認

 

S
e
t1

 

S
e
t2

 

S
e
t3

 

S
e
t4

 

割
れ
目
方
位
分
布
の
推
定

 
F
ra

c
M

a
n
®
の

IS
IS
機
能

 
を
用
い
て
推
定

 

G
e
o
D
F
N
モ
デ
ル
の
パ
ラ
メ
ー
タ
セ
ッ
ト
推
定
フ
ロ
ー
と
推
定
結
果
の
例
 


F
Pの

実
測

の
ト

レ
ー

ス
長

分
布

を
再

現
可

能
な

割
れ

目
の

透
水

量
係

数
分

布
を

推
定

 

推

定
結

果
を

用
い

た
仮

想
水

理
試

験
解

析
を

実
施

し
た

結
果

，
周

辺
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
で

取
得

し
た

透
水

係
数

分
布

と
整

合
 


モ

デ
ル

中
の

FP
の

割
合

は
，

約
25
％

を
示

し
実

測
値

（
ト

レ
ー

ス
長

で
2
m
以

上
；

r m
in
=1

.0
mの

た
め

）
の

F
Pの

割
合

と
整

合
 

⇒
本

手
法

の
推

定
結

果
は

，
再

現
対

象
以

外
の

情
報

と
も

整
合

的
（

再
現

可
能

）
で

あ
る

こ
と

を
確

認
 

透
水
量
係
数
の
設
定
に
用
い
た
関
数

 


割
れ
目
の
半
径
と
透
水
量
係
数
の
間
に
は
バ
ラ
つ
き

を
有
し
つ
つ
相
関
関
係
が
あ
る
と
仮
定

 

割れ目半径との関連性を示すべき乗数（C） 

透
水
量
係
数
の
平
均
値
（
lo

g
1
0
 m

2
/
s）

 

1

1
0

1
0
0

1
0
0
0

0
.1

1
1
0

1
0
0

累積頻度（本） 

ト
レ
ー
ス
長

(
m

)
 

1

1
0

1
0
0

1
0
0
0

0
.1

1
1
0

1
0
0

累積頻度（本） 

ト
レ
ー
ス
長

(
m

)
 

μ 
 ：
１

E
-
1
1
.0

 
σ 

 ：
2
.5

 
C

 ：
2
.0

 

解
析
値
（
F
P
）
 

解
析
値
（
N
F
）
 

実
測
値
（
N
F
）
 

実
測
値
（
F
P
）
 

 
 

割
れ
目
方
位
分
布

 
割
れ
目

 
半
径
分
布

 
三
次
元

 
割
れ
目
密
度

 
（
P

3
2
；m

2
/
m

3
)
 

極
の

 
方
位
（
°
）
 

極
の

 
傾
斜
（
°
）
 
フ
ィ
ッ
シ
ャ
ー

 
定
数

 
べ
き

 
乗
数

 
最
小
割
れ
目

 
半
径
（
m
）
 

S
e
t1

 
2
2
.9

 
2
.2

 
1
8
.5

 
3
.1

 
1
.0

0
  

0
.4

2
9
  

S
e
t2

 
3
3
0
.6

 
0
.4

 
1
7
.8

 
3
.4

 
1
.0

0
  

0
.1

2
9
  

S
e
t3

 
2
6
0
.7

 
3
.8

 
1
5
.3

 
4
.7

 
1
.0

0
  

0
.0

4
5
  

S
e
t4

 
3
0
.7

 
5
9
.7

 
1
2
.1

 
3
.3

 
1
.0

0
  

0
.0

8
2
  

パ
ラ
メ
ー
タ
セ
ッ
ト
の
推
定
結
果
 


坑

道
壁

面
で

取
得

し
た

ス
ケ

ッ
チ

情
報

に
基

づ
き

パ
ラ

メ
ー

タ
セ

ッ
ト

を
構

築
 


1
0
0リ

ア
ラ

イ
ゼ

ー
シ

ョ
ン

を
構

築
 

H
y
d
ro
D
FN
モ
デ
ル
の

パ
ラ
メ

ー
タ
セ
ッ

ト
の
推

定
フ
ロ
ー

と
そ
の

結
果
 

実
測
値

 
解
析
値

 

解
析
値

 

F
P
の
透
水
量
係
数

 
の
最
小
値
（
仮
定
値
）
 

ま
と
め

 

瑞

浪
超

深
地

層
研

究
所

の
深

度
5
0
0
m
で
取

得
し
た
情

報
に
基

づ
き
，
 

•
F
P
に
着

目
し
た
検

討
 

•
割

れ
目

半
径

と
の
相

関
性

を
考

慮
し
た
透

水
性

の
設

定
 

を
行

う
こ
と
で

F
P
の
方

位
，
頻

度
（
割

合
）
，
ト

レ
ー
ス
長

お
よ
び
水

理
試

験
結

果
を
再

現
で
き

る
こ
と
を
確

認
 


今

後
は
，
坑

道
周

辺
の

水
圧

分
布

や
湧

水
量

の
再

現
に
向

け
た
手

法
に

つ
い
て
検

討
予

定
 

誤
差
の
分
布
図

 

変質なし 

変質なし 

変
質
あ
り
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T
G

C
 

T
G

C
 

東
京

大
学

と
日

本
原

子
力

研
究

開
発

機
構

の
共

同
研

究
 

－
結

晶
質

岩
を
対

象
と
し
た
長

期
岩

盤
挙

動
評

価
手

法
に
関

す
る
研

究
 －

 

東
京

大
学

 
工
学
系
研
究
科

  
羽

柴
 
公

博
・
福

井
 
勝

則
 

日
本

原
子

力
研

究
開

発
機

構
 
松

井
 
裕

哉
 

【
概
要
】
 

 
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
地
層
処
分
に
お
い
て
、
処
分
坑
道
周
辺
岩
盤
は
、
建
設
・
操
業
時
は
も
と
よ
り
、
埋
め
戻

し
部
分
の
状
態
変
化
を
可
能

な
限

り
小

さ
く
す
る
た

め
、
閉
鎖
後
も
そ
の
力
学
的
健
全
性
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
が
重
要

と
考

え
ら
れ
る
。
本
共
同
研
究

で
は
、
そ
の
よ
う
な
観
点

で
岩
盤
の
長
期
挙
動
を
把
握
・
評
価

で
き
る
技
術

の
確
立
に
資
す
る
た
め
、
年
単
位
を
超
え
る
岩
石
の
長
期
ク
リ
ー
プ
試
験
や
、
地
層
処
分
に
お
い
て
想
定
さ
れ
る
様
々

な
地
質
環
境
条
件
下

で
の
岩
石
の
長
期
挙
動
を
把

握
す
る
た
め
の
実
験
的
評
価
を
行
な
っ
て
い
る
。

 

【
平
成
２
８
年
度
の
研
究
内
容
と
成
果
】
 

 
岩

盤
に
空

洞
を
掘

削
す
る
と
、
空

洞
壁

面
と
垂

直
な
地

殻
応

力
は

掘
削

に
と
も
な
い
減

少
し
、
支

保
を
設

け
な
け
れ

ば
最

終
的

に
は

一
軸

圧
縮

状
態

に
近

く
な
る
。
ま
た
、
岩

盤
中

の
水

分
が

空
洞

壁
面

か
ら
徐

々
に
排

出
さ
れ

る
よ
う
に
な
る
た
め

、
岩

盤
の

含
水

状
態

は
、

掘
削

過
程

と
と
も
に
変

化
す
る
と
同

時
に
、
空

洞
壁

面
か

ら
の

距
離

に
よ
っ
て
も
異

な
る
可

能
性

が
あ
る
。
し
た
が

っ
て
、
岩

盤
構

造
物

の
建

設
や

安
定

性
の

評
価

に
お
い
て
、
一

軸
圧

縮
状

態
あ
る
い
は

ク
リ
ー
プ
、
応

力
緩

和
な
ど
の

時
間

依
存

性
挙

動
に
お
け
る
、
種

々
の

含
水

状
態

で
の

岩
石

や
岩

盤
の

強
度

・
変

形
特

性
を
把

握
す
る

こ
と
は

重
要

で
あ
る
。
平

成
２
８
年

度
は

、
こ
の

よ
う
な
観

点
か

ら
主

に
以
下
に
示
す
検
討
を
実
施
し
た
。

 

（
２
）
水
分
が
岩
石
の
応
力
ー
歪
み
曲
線
に
与
え
る
影
響

 

 
力

学
物

性
値

の
み

な
ら
ず
、
岩

石
の

応
力
―

歪
曲

線
自

体
に
お

よ
ぼ
す
水

分
の
影
響
に
つ
い
て
検
討

し
た
。
具
体
的

に
は
、

6つ
の

含
水

状
態

（
作

成
方

法
：
図

2）
で
、
種

々
の

岩
石

の
一

軸
圧

縮
試

験
を
実

施
し
、
各

種
の

物
性

値
や

応
力

ー
歪

曲
線

を
取

得
し
た

（
表

2）
。
こ
れ

ら
の

試
験

の
結

果
、
三

城
目

安
山

岩
、
田

下
凝

灰

岩
、
来

待
砂

岩
お
よ
び
稲

田
花

崗
岩

で
は

、
含

水
状

態
に
よ
り
ピ

ー
ク
強
度

や
応

力
―
歪

曲
線

が
変
化

し
た
が

、
秋

芳
大

理
石

で
は

、
同

一
含

水
状

態
で
の

ピ
ー
ク
強

度
や

応
力
―

歪
曲

線
の

ば
ら
つ

き
が

大
き
く
、
こ
れ

ら
に
与

え
る
水

分
の

影
響

は
明

瞭
に
確

認
で
き

な
か
っ
た
（
図
３
）
。
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（
１
）
岩
石
の
時
間
依
存
挙
動
に
及
ぼ
す
水
分
の
影
響

 

 
東

京
大

学
で
は

、
載

荷
速

度
、
ク
リ
ー
プ
、
応

力
緩

和
な
ど
の

時

間
依

存
性

挙
動

を
実

験
的
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地
下
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る
微

生
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は
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地

下
水

の
酸

化
還
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状

態
の

形
成

と
維

持
に
大

き
な
影

響
を
与

え
て
い
る
可

能
性

が
あ
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。
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還

元
菌
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酸

化
的
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あ
る

硫
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イ
オ
ン
を
利
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し
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還

元
的
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あ
る
硫

化
水

素
を
放

出
す
る
た
め
、
地

下
の

還
元

環
境

の
形

成
に
大

き
な
役

割
を
担

っ
て
い
る
可

能
性

が
あ
る
。
し
か

し
、
こ
れ

ま
で
原

位
置

で
の
培
養
実
験
を
行
う
手
段
が
無
か
っ
た
た
め
、
原
位
置
に
お
い
て
地
下
環
境

中
で
硫
酸
還
元

菌
の
活
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い
。

 
本

研
究

で
は

、
深

度
30

0 
m
の

花
崗

岩
中

に
掘

削
さ
れ

た
ボ
ー
リ
ン
グ
孔

(0
9M

I2
1号

孔
)に

お
い
て
、
生

息
す
る
硫

酸
還

元
菌
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下
水
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化
還

元
状

態
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微
生
物
活
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の
関
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い
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た
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4. おわりに 

 
地層科学研究における研究開発の成果については，処分事業と国による安全規制の両面を支える技

術基盤の整備に資するため，学会誌等での論文発表や研究開発報告書の作成・公開，「情報・意見交

換会」の開催等により，処分事業の各段階に先行してタイムリーに広く公開していく。 
平成 29 年度の「情報・意見交換会」には，大学，研究機関，企業をはじめ多くの方々に参加いただき，

貴重なご意見等をいただいた。いただいたご意見等は，今後の調査研究や次回以降の「情報・意見交換

会」の開催の参考にしたいと考えている。また，関係各位のさらなるご理解とご協力をお願いしたい。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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